
基地と財政
基地周辺の生活環境の

整備充実
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４ 基地周辺の生活環境の整備充実 
 
（１）生活環境整備法の概要 

国は、基地周辺住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与することを目的として、「防衛施設周辺の

生活環境の整備等に関する法律」（昭和４９年法律第１０１号）を制定し、様々な周辺対策を行って

いる。 
周辺対策は、昭和２８年８月に、米軍等の行為により住民が被る損失の補償を目的として制定され

た「日本国に駐留するアメリカ合衆国軍隊等の行為による特別損失の補償に関する法律」（昭和２８

年法律第２４６号）に端を発するが、これにより防災工事、学校防音工事、住宅等の移転補償措置等

の施策が行われた。 
しかし、この法律は米軍の行為により生じた損失の補償を規定したもので、被害や損失を防止軽減

するものではなかったため基地周辺対策としては十分ではなかった。このため基地周辺自治体等によ

る運動の結果として、昭和４１年７月「防衛施設周辺の整備等に関する法律」（昭和４１年法律第１

３５号）が制定され、民生安定施設整備に対する助成等についても規定がなされた。 
更に、その後の環境の変化や住民意識の高揚等によりこの法律も不十分なものとなったため、これ

を改善し住宅防音工事、緑地帯の整備、特定防衛施設周辺整備調整交付金などの施策を加えた現行の

「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」が昭和４９年６月より制定施行されている。 
なお、これを図示すると次のとおりであるが、現行法は制定以来３６年を経過し、一定の成果を収

めているが、都市化の進展や多様化する住民要望等に十分応えられない部分も出てきており、採択基

準の見直しや補助対象範囲の拡大等抜本的な防衛施設周辺対策制度の見直しについて要請を行って

いる。 
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エ．福生七夕祭りへの参加 

福生七夕祭りは昭和２６年から始まったが、基

地がこの催しに参加するようになったのは、第１

０回の昭和３５年に米軍等のパレードが行われた

ことからである。 

第１６回からは民謡パレードが始まり一層賑や

かさを増し、ハッピ姿の米兵やその家族達が七夕

ダンサーズをつくって参加するようになり、第６

２回（平成２４年）からは航空自衛隊横田基地の

隊員も参加している。 

 

オ．フレンドシップサークル（日米婦人交流） 

公民館の事業として、昭和５０年に始まり、昭和５９年からは自主的な活動を行い、市民サイド

での交流が行われている。 

この事業が始まる少し前に、米軍基地の関東集約（ＫＰＣ

Ｐ）が行われ、横田基地に婦人や子どもなど、家族も移動し

てきたことから、こうした人達にも日本文化の正しい紹介、

理解が得られるようにと米側将校婦人達からの働きかけが教

育委員会にあり、日米婦人文化交流事業として始まった。 

現在は、日本側では市内や周辺の施設見学、伝統行事の紹

介を行い、米側ではアメリカの年中行事の紹介や基地内の施

設の見学等を行い、相互の交流を図っている。 

 

 

 

カ．上記の外に各種の文化的事業やスポーツ等の交流 

語学指導を通じて個人的な交流や市民会館等での将兵による音楽会を通じての交流、クリスマス

行事に伴う養護施設等への訪問、市内外の行事への参加（さくら祭り等への参加）、ロータリーク

ラブ、ライオンズクラブ、青年会議所等との交流、フロスト・バイト・ロードレース、リトルリー

グ、日米の身体障害者の人達とのスペシャル・オリンピック大会、基地内のバスケットボールチー

ムとの日米交流試合等、スポーツを通じての交流も行われている。 

外人みこし 

民謡パレード 

写真データ 

⑰外人みこし 

写真データ 

⑯七夕おどり 
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（障害の原因） （施策の内容）

（第５条第１項）　　（第５条第３項）

（第５条第２項）　

　　　採用してきたが、近年の騒音測定機器の技術的進歩及び国際的動向に即して、新たにＬｄｅｎ
　　　（時間帯補正等価騒音レベル）を採用（平成25年４月１日施行）したものであり、夕方と夜間の騒音に
　　　重み付けを行い評価する１日の等価騒音レベルである。

３　Ｌｄｅｎ（時間帯補正等価騒音レベル）
　　　これまで、航空機騒音に係る環境基準の評価指標はWECPNL（加重等価平均感覚騒音レベル）を

　　　特に夜間の騒音を重視して、音響の強度のほかにその頻度、継続時間などの諸要素を加味して、
　　  人の生活に与える影響を評価する航空機騒音の単位である。

特定防衛施設周辺整備調整交付金の交付（第９条）

第二種区域

第三種区域

（自衛隊の行為によるものに限る）

生活環境又は
開発に及ぼす影響

特定防衛施設
関連市町村

損失の補償（第１３条）

　　　　　第一種区域：WECPNL　75以上の区域（Ｌｄｅｎ62以上の区域）

防衛施設の設置・運用

生活又は事業活動の阻害 民生安定施設の助成（第８条）

農林漁業等経営上の損失

移転等の補償　移転先地の公共施設整備の助成

土地の買入れ　買入れた土地の無償使用（第７条）

緑地帯の整備等（第６条）

（障害等の態様）

騒音以外

騒　音

障害防止工事の助成（第３条第１項）

学校、病院等の防音工事の助成（第３条第２項）

住宅の防音工事の助成（注１）（第４条）

　　　　　第二種区域：第一種区域内で、WECPNL　90以上の区域（Ｌｄｅｎ73以上の区域）
　　　　　第三種区域：第二種区域内で、WECPNL　95以上の区域（Ｌｄｅｎ76以上の区域）
２　WECPNL（Weighted Equivalent Continuous Perceived Noise Level、加重等価継続感覚騒音基準）

防衛施設周辺地域の生活環境の整備などの施策の概要

（注１） １　第一種区域、第二種区域、第三種区域
　　　 飛行場などの周辺で航空機の騒音に起因する障害の度合に応じて次のように定める。

自衛隊等の行為 騒音防止工事

第一種区域

 

第三種区域 第二種区域 第一種区域 

 

 

 

飛行場 

滑走路 
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（２）周辺対策事業による整備 
ア．障害防止工事の助成事業（３条） 

 
自衛隊や在日米軍は、その任務達成のために飛行場や演習場等の防衛施設を使用して演習や訓練

等を行うが、これにより周辺地域に障害を及ぼす場合がある。例えば、航空機騒音により、学校教

育や病院の診察に影響が出る場合や、重車両の通過による道路損傷、施設内の保水力の減退による

洪水等の障害、航空機の頻繁な飛行や電波の頻繁な発射によるテレビ受信障害等もある。 
こうした、自衛隊や米軍等の行為により「生じる」障害を「防止」あるいは「軽減」するため、

地方公共団体等が道路や河川の改修、ダムの建設、砂防施設の整備、学校や病院等の防音工事のよ

うな必要な工事を行うとき、これに要する経費を国が補助するもので、原則として全額補助する趣

旨である。 
当市では、これにより市内の全小中学校及び保育園の防音工事を実施している。また、騒音以外

の障害防止事業としては、昭和４０年度より基地に起因する雨水対策として排水路事業を実施して

いる。 
なお、「生じる」とは、現に生じている状態だけでなく将来生ずることが明らかである場合も含

み、「防止」とは、現に生じている障害を除去し、又は将来生ずる障害を未然に防ぐことを意味し、

「軽減」とは、完全な除去に至らないが、社会通念上許容し得る程度まで軽くすることを言うとさ

れている。 
 

障害防止事業（３条１項） 
（単位 千円） 

年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

南部幹線排水路 全体計画調査

･ 〃 その１ 管梁工 Ｌ＝６２７．９６ｍ

〃 その２ 管梁工 Ｌ＝２５８．０２ｍ

〃 管梁工 Ｌ＝１９７．８０ｍ

中央幹線排水路 全体計画調査

中央幹線排水路・下の川改修工事 柵梁工 Ｌ＝３６０ｍ 五日市線横断８８ｍ

〃 柵梁工 Ｌ＝７２９ｍ 擁壁工３７ｍ

中央幹線排水路 管梁工 ２５７．５２ｍ 人孔３基

〃 管梁工 １８７．４２ｍ 人孔３基

〃 管梁工 ２７９．０７ｍ 人孔２基

〃 管梁工 ２５４．１２ｍ 人孔５基

中央幹線排水路下の川改修工事 開梁工 ６６２．８ｍ

･ 武蔵野幹線排水路 開梁工 ９０３．８ｍ

中央幹線排水路 開削工 ４５２．６２ｍ 人孔６基

中央幹線支線排水路 補償一式、開削工４９５．１２ｍ 人孔１０基

･ 武蔵野幹線排水路 その１ シールド工 ７６１．５ｍ

･ 〃 その２ シールド工 ２１２．７ｍ

中央幹線支線排水路 開削工 ２３８．０８ｍ 人孔４基

･ 〃 推進工 ３７３．２５ｍ 人孔３基

･ 武蔵野幹線排水路 その３ シールド工 ２４８．８５ｍ

･
〃 その４ シールド工 ２６９．２５ｍ

ボックスカルバート工 ５５．０ｍ

中央幹線支線排水路 推進工 ４７１．８４ｍ 人孔６基

西住宅地区周辺排水路 全体計画調査、実施設計（樋管）

〃 実施設計（開削）

 

（障害の原因） （施策の内容）

（第５条第１項）　　（第５条第３項）

（第５条第２項）　

　　　採用してきたが、近年の騒音測定機器の技術的進歩及び国際的動向に即して、新たにＬｄｅｎ
　　　（時間帯補正等価騒音レベル）を採用（平成25年４月１日施行）したものであり、夕方と夜間の騒音に
　　　重み付けを行い評価する１日の等価騒音レベルである。

３　Ｌｄｅｎ（時間帯補正等価騒音レベル）
　　　これまで、航空機騒音に係る環境基準の評価指標はWECPNL（加重等価平均感覚騒音レベル）を

　　　特に夜間の騒音を重視して、音響の強度のほかにその頻度、継続時間などの諸要素を加味して、
　　  人の生活に与える影響を評価する航空機騒音の単位である。

特定防衛施設周辺整備調整交付金の交付（第９条）

第二種区域

第三種区域

（自衛隊の行為によるものに限る）

生活環境又は
開発に及ぼす影響

特定防衛施設
関連市町村

損失の補償（第１３条）

　　　　　第一種区域：WECPNL　75以上の区域（Ｌｄｅｎ62以上の区域）

防衛施設の設置・運用

生活又は事業活動の阻害 民生安定施設の助成（第８条）

農林漁業等経営上の損失

移転等の補償　移転先地の公共施設整備の助成

土地の買入れ　買入れた土地の無償使用（第７条）

緑地帯の整備等（第６条）

（障害等の態様）

騒音以外

騒　音

障害防止工事の助成（第３条第１項）

学校、病院等の防音工事の助成（第３条第２項）

住宅の防音工事の助成（注１）（第４条）

　　　　　第二種区域：第一種区域内で、WECPNL　90以上の区域（Ｌｄｅｎ73以上の区域）
　　　　　第三種区域：第二種区域内で、WECPNL　95以上の区域（Ｌｄｅｎ76以上の区域）
２　WECPNL（Weighted Equivalent Continuous Perceived Noise Level、加重等価継続感覚騒音基準）

防衛施設周辺地域の生活環境の整備などの施策の概要

（注１） １　第一種区域、第二種区域、第三種区域
　　　 飛行場などの周辺で航空機の騒音に起因する障害の度合に応じて次のように定める。

自衛隊等の行為 騒音防止工事

第一種区域

 

第三種区域 第二種区域 第一種区域 

 

 

 

飛行場 

滑走路 
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年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

･ 西住宅地区周辺排水路
実施設計（推進、シールド）樋管（開削２９．９２６ｍ）

管梁（開削 ． ）

〃 管梁（開削９４．７７ｍ推進８０．５１３ｍ

シールド３３．１ｍ）

･ 〃 管梁（シールド ７４４．８９４ｍ）

･ 〃 人孔１基、実施設計

〃 管梁（シールド５７６．２３７ｍ）

･ 〃 管梁（シールド５３５．６１２ｍ）

〃 管梁（シールド３４５．０５６ｍ 開削６１．２ｍ）

･ 〃 管梁（シールド５５３．５ｍ 推進７７ｍ）

〃 管梁（シールド７１４．９ｍ）

･ 〃 管梁（シールド３１．６８８ｍ）特殊人孔１基

〃 管梁（推進 ６９９．３ｍ）

〃 管梁（推進４６０．７ｍ 開削１１８．５ｍ）

下の川改修工 全体計画調査

西住宅地区周辺排水路 管梁（開削４９２．０ｍ）

下の川改修工 実施設計

･ 〃 開削工３６０ ボックスカルバーﾄ

･ 〃 開削工２５９．４９１ｍ ボックスカルバート

〃 開削工２３９．５６４ｍ ボックスカルバート

･ 〃 その２ ＪＲ五日市線横断３５．５ｍ

･ 〃 その１ 〟

〃 その２ 開削工 １７５．８１３ｍ

〃 その１ ＪＲ五日市線横断３５．５ｍ

〃 その２ 開削工 １６８．６８７ｍ

〃 その３ 都道横断設計

〃 その１ 開削工 １５９．７７ｍ

〃 その２ 都道横断工

〃 その１ 開削工 １１１．７５ｍ

〃 その２（南部幹線） 全体計画調査

〃 その１（南部幹線） 実施設計

〃 その２（南部幹線） 排水路工事 ４４２．２ｍ

〃 （南部幹線） 排水路工事 ６４１．８５ｍ

〃 （南部幹線） 排水路工事 ９５５．７ｍ

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し
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騒音防止事業（３条２項） 
（単位 千円） 

年 度 施 設 名 概 要 事 業 費 補 助 額

第一小学校 実施設計、改築、調査

第一小学校 改築、併行

第二小学校 実施設計、改築、調査

第一中学校 実施設計、改築、調査

第二中学校 実施設計、改築、調査

第二小学校 実施設計、改築

第三小学校 実施設計、改築、調査

第一中学校 実施設計、改築

第二中学校 実施設計、改築、併行

第二小学校 実施設計、併行

第三小学校 実施設計、改築

第四小学校 実施設計、改築、調査

第二中学校 実施設計、併行

第四小学校 改築

第五小学校 実施設計、併行

すみれ保育園 改築

第三小学校 実施設計、併行

第四小学校 実施設計、除湿

第六小学校 実施設計、併行

すみれ保育園 実施設計、併行

第五小学校 実施設計、併行

第六小学校 実施設計、併行

つくし保育園 実施設計、併行

第三小学校 実施設計、併行

第六小学校 実施設計、併行

第六小学校 実施設計、併行

第一中学校講堂 測量、実施設計

第七小学校 実施設計、併行

第一中学校講堂 改築、併行

第三中学校 実施設計、併行

第二中学校 実施設計、併行

第四小学校 併行

第六小学校 併行

第一小学校 実施設計、温度保持

第二小学校 実施設計、併行、温度保持

第七小学校 実施設計、併行

第一中学校 実施設計、温度保持

第二中学校 実施設計、温度保持

第三中学校 実施設計、併行

第一小学校 復建

第三小学校 実施設計、温度保持

第五小学校 実施設計、併行、温度保持

第一中学校 復建

第二中学校 実施設計、併行、温度保持

第二小学校 復建

第三小学校 実施設計

第四小学校 実施設計、併行

第二中学校 復建

第一小学校講堂 実施設計、調査

第三小学校 復建

第四小学校 実施設計

第五小学校 実施設計

第二中学校 実施設計、改築、併行
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年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

･ 西住宅地区周辺排水路
実施設計（推進、シールド）樋管（開削２９．９２６ｍ）

管梁（開削 ． ）

〃 管梁（開削９４．７７ｍ推進８０．５１３ｍ

シールド３３．１ｍ）

･ 〃 管梁（シールド ７４４．８９４ｍ）

･ 〃 人孔１基、実施設計

〃 管梁（シールド５７６．２３７ｍ）

･ 〃 管梁（シールド５３５．６１２ｍ）

〃 管梁（シールド３４５．０５６ｍ 開削６１．２ｍ）

･ 〃 管梁（シールド５５３．５ｍ 推進７７ｍ）

〃 管梁（シールド７１４．９ｍ）

･ 〃 管梁（シールド３１．６８８ｍ）特殊人孔１基

〃 管梁（推進 ６９９．３ｍ）

〃 管梁（推進４６０．７ｍ 開削１１８．５ｍ）

下の川改修工 全体計画調査

西住宅地区周辺排水路 管梁（開削４９２．０ｍ）

下の川改修工 実施設計

･ 〃 開削工３６０ ボックスカルバーﾄ

･ 〃 開削工２５９．４９１ｍ ボックスカルバート

〃 開削工２３９．５６４ｍ ボックスカルバート

･ 〃 その２ ＪＲ五日市線横断３５．５ｍ

･ 〃 その１ 〟

〃 その２ 開削工 １７５．８１３ｍ

〃 その１ ＪＲ五日市線横断３５．５ｍ

〃 その２ 開削工 １６８．６８７ｍ

〃 その３ 都道横断設計

〃 その１ 開削工 １５９．７７ｍ

〃 その２ 都道横断工

〃 その１ 開削工 １１１．７５ｍ

〃 その２（南部幹線） 全体計画調査

〃 その１（南部幹線） 実施設計

〃 その２（南部幹線） 排水路工事 ４４２．２ｍ

〃 （南部幹線） 排水路工事 ６４１．８５ｍ

〃 （南部幹線） 排水路工事 ９５５．７ｍ

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し
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年 度 施 設 名 概 要 事 業 費 補 助 額
第一小学校講堂 改築、併行

第二小学校講堂 実施設計
第四小学校 復建
第五小学校 復建
第一中学校 実施設計、併行
第二中学校 実施設計、併行
第二中学校講堂 改築、併行
第一小学校 実施設計、併行

第一小学校講堂 改築、併行
第二小学校講堂 改築、併行
第三小学校講堂 実施設計
第三小学校 実施設計、除湿
第七小学校 実施設計、併行
第三中学校 実施設計、併行
第一小学校 実施設計、除湿

第三小学校講堂 実施設計、改築、併行
第四小学校講堂 実施設計
第五小学校 実施設計、併行
第七小学校 実施設計、除湿
第三中学校 実施設計
第二小学校 実施設計

第四小学校講堂 改築、併行
第五小学校講堂 実施設計
第五小学校 除湿
第六小学校 実施設計
第二中学校 実施設計、併行
第三中学校 除湿
第二小学校 除湿

第五小学校講堂 改築、併行
第六小学校講堂 実施設計
第六小学校 除湿
第一中学校 実施設計
第二中学校 実施設計
すみれ保育園 実施設計、復建、除湿、温度保持
つくし保育園 実施設計
第六小学校講堂 改築、併行

第一中学校 実施設計、除湿、温度保持
第二中学校 除湿
つくし保育園 復建、除湿、温度保持
第三小学校 実施設計、温度保持

第七小学校講堂 実施設計
第三中学校 実施設計、併行
第七小学校講堂 改築、併行

第一中学校講堂 実施設計、天井復旧
第四小学校講堂 実施設計、復建、復機

第六小学校 実施設計、温度保持、復機
第七小学校 実施設計
第二中学校 実施設計
第四小学校 実施設計

第五小学校 実施設計、併行
第六小学校 実施設計
第七小学校 実施設計、復建
第二中学校 実施設計、復建
第三中学校 実施設計
第四小学校 復機

第六小学校 復建
第七小学校 復機
第二中学校 復建、復機
第三中学校 復機
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年 度 施 設 名 概 要 事 業 費 補 助 額

第一小学校講堂 実施設計

第二小学校講堂 実施設計

第二中学校講堂 実施設計

福生保育園 実施設計

第二小学校 実施設計

第五小学校 実施設計

第七小学校 復機

第二中学校 復機

第一小学校講堂 除湿温度保持、改築、併行

第二小学校講堂 除湿温度保持、改築、併行

第三小学校講堂 実施設計

第四小学校講堂 実施設計

第二中学校講堂 除湿温度保持、改築、併行

福生保育園 改築、併行

第一小学校 実施設計

第二小学校 復建

第五小学校 復建

第二中学校 復機

第三小学校講堂 温除

第四小学校講堂 実施設計

第五小学校講堂 実施設計

第一中学校講堂 実施設計

福生保育園 改築、併行

第一小学校 復温

第二小学校 実施設計

第五小学校講堂 温除

第七小学校講堂 実施設計

第一中学校講堂 温除

第二小学校 復温除

第一中学校 実施設計

第六小学校講堂 実施設計

第七小学校講堂 除湿温度保持

第一中学校 復温

第三中学校 実施設計

第六小学校講堂 温除

第一中学校 復建、復温除

第三中学校 復建

第三中学校講堂 実施設計

第一小学校 実施設計

第三小学校 実施設計

第一中学校 復温除

第三中学校講堂 改造

第一小学校 復建、復温除 工事

第三小学校 復温除 工事

第三小学校 復建 実施設計

第一中学校 復建 工事

第三中学校 復建 工事

第一小学校 復建 工事

第三小学校 復建 工事

第五小学校 復温除 実施設計

第一中学校 復建 工事

第三小学校 復建 工事

第五小学校 復温除 工事

第六小学校 復温除 実施設計

第三中学校 復温除 実施設計
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年 度 施 設 名 概 要 事 業 費 補 助 額
第一小学校講堂 改築、併行

第二小学校講堂 実施設計
第四小学校 復建
第五小学校 復建
第一中学校 実施設計、併行
第二中学校 実施設計、併行
第二中学校講堂 改築、併行
第一小学校 実施設計、併行

第一小学校講堂 改築、併行
第二小学校講堂 改築、併行
第三小学校講堂 実施設計
第三小学校 実施設計、除湿
第七小学校 実施設計、併行
第三中学校 実施設計、併行
第一小学校 実施設計、除湿

第三小学校講堂 実施設計、改築、併行
第四小学校講堂 実施設計
第五小学校 実施設計、併行
第七小学校 実施設計、除湿
第三中学校 実施設計
第二小学校 実施設計

第四小学校講堂 改築、併行
第五小学校講堂 実施設計
第五小学校 除湿
第六小学校 実施設計
第二中学校 実施設計、併行
第三中学校 除湿
第二小学校 除湿

第五小学校講堂 改築、併行
第六小学校講堂 実施設計
第六小学校 除湿
第一中学校 実施設計
第二中学校 実施設計
すみれ保育園 実施設計、復建、除湿、温度保持
つくし保育園 実施設計
第六小学校講堂 改築、併行

第一中学校 実施設計、除湿、温度保持
第二中学校 除湿
つくし保育園 復建、除湿、温度保持
第三小学校 実施設計、温度保持

第七小学校講堂 実施設計
第三中学校 実施設計、併行
第七小学校講堂 改築、併行

第一中学校講堂 実施設計、天井復旧
第四小学校講堂 実施設計、復建、復機

第六小学校 実施設計、温度保持、復機
第七小学校 実施設計
第二中学校 実施設計
第四小学校 実施設計

第五小学校 実施設計、併行
第六小学校 実施設計
第七小学校 実施設計、復建
第二中学校 実施設計、復建
第三中学校 実施設計
第四小学校 復機

第六小学校 復建
第七小学校 復機
第二中学校 復建、復機
第三中学校 復機
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年 度 施 設 名 概 要 事 業 費 補 助 額

第三小学校 復温除 実施設計

第六小学校 復温除 工事

第七小学校 復温除 実施設計

第三中学校 復温除 工事

第三小学校 復温除 工事

第七小学校 復温除 工事

第二中学校 復温除 実施設計

つくし保育園 復温除 実施設計

第一小学校 復温除 実施設計

第二中学校 復温除 工事

つくし保育園 復温除 工事

第一小学校 復温除 工事

第三中学校 復温除 実施設計

第四小学校 復温除 実施設計

第三中学校 復温除 工事

第二小学校 復温除 実施設計

第四小学校 復温除 工事

第二小学校 復温除 工事

第一中学校 復温除 実施設計

第一中学校 復温除 工事

第一中学校講堂 復建 実施設計

第一中学校講堂 復建 工事

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

 
 
その他障害防止事業 

（単位：千円） 

年度 事 案 名 概 要 事業費 補助額

・ 福生駅自由通路建設 駅構内横断橋新設工事

五日市街道熊川武蔵野交差点改良 用地買収３４７．９１㎡ ＝５７６ｍ ＝１３．５ｍ

テレビ共同受信施設設置 共同受信アンテナ設置

熊川地区土砂崩れ防止工 防護柵整備

テレビ共同受信施設設置 共同受信アンテナ設置

テレビ共同受信施設設置 共同受信アンテナ設置
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イ．住宅防音工事の状況（４条） 
 
防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律第４条（住宅の防音工事の助成）に基づき、航空

機騒音の防止、軽減を図る目的をもって、基地周辺の区域指定を行い、その区域内にあり、かつ、

指定日に所在する住宅で、所有者又は居住者が防音工事を希望する場合に、住宅防音のために必要

な工事について国の仕様により助成を受けられる制度である。 
 

横田基地周辺の区域指定の状況は次のとおりである。 
第一種区域 ８５ＷＥＣＰＮＬ 昭和５４年８月３１日告示 

８０ＷＥＣＰＮＬ 昭和５５年９月１０日告示 
７５ＷＥＣＰＮＬ 昭和５９年３月３１日告示 

第一種区域の見直し（指定区域の解除）  平成１７年１０月２０日告示 
 
第二種区域（第５条移転の補償等） 

９０ＷＥＣＰＮＬ 昭和５４年８月３１日告示 
第二種区域の見直し（指定区域の解除）  平成１７年１０月２０日告示 

 
（福生市の住宅防音工事の状況） 
昭和５０年度から工事が始まり、昭和５４年度からは追加工事（新規工事を実施して一定の期間

を経過した世帯では他の部屋についても家族数に応じて追加の工事ができる）も実施されるように

なった。 
昭和５９年３月３１日に第一種区域が８０Ｗから７５Ｗに拡大されてからは工事の申し込みも

増え、平成２２年３月末の達成率は８１．５％となっている。 
工事の助成額は最高限度額が設けられているが、国の仕様による工事については、１００％助成

が受けられる状況にある。 
なお、追加工事については、平成４年度から７５Ｗ以上の区域もその対象となった。 
防音工事によって取り付けた冷暖房機器等の維持管理費や機能復旧等については、国に強く要望

を行っていたが、平成元年１１月に空気調和機器稼働費助成事業補助金交付要綱が定められ、電気

料金の一部について一定の限度額ではあるが生活保護世帯に助成されることになり、更に、冷暖房

機や換気扇等を設置して概ね１０年以上使用し、稼働しなくなった場合に国の助成により機器の交

換ができるようになり、平成元年度から実施されるなど改善されて来ている。 
また、平成１７年１０月２０日には第一種区域等の見直しを行ったことに伴い、特に騒音の著し

い８５Ｗ以上の区域で昭和５９年４月１日から平成元年３月３１日までに建設された住宅を対象

として防音工事の助成措置が講じられた（告示後住宅防音工事）が、当該工事の進捗が図られたこ

と等も踏まえ、現在は平成６年３月３１日まで５年延長し実施されている。 
なお、住宅防音工事の事務手続については、平成２２年５月に実施され事業仕分けにおいて、現

在の地方事務費の制度を廃止し、迅速かつ簡素な仕組みにすべきとされたことに伴い、平成２２年

度は地方事務費の制度は維持するものの、内容の見直しを行い、一部事務を国の業務として行う等

の試行を行い、新たな制度を検討しており、これら試行の結果等踏まえ平成２３年度以降住民に負

担をかけずに円滑に事業が実施できるよう検討しているところである。 
今後も引き続き防音対象区域の拡大は勿論のこと、維持管理費（稼働費）の一般世帯までの拡大
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年 度 施 設 名 概 要 事 業 費 補 助 額

第三小学校 復温除 実施設計

第六小学校 復温除 工事

第七小学校 復温除 実施設計

第三中学校 復温除 工事

第三小学校 復温除 工事

第七小学校 復温除 工事

第二中学校 復温除 実施設計

つくし保育園 復温除 実施設計

第一小学校 復温除 実施設計

第二中学校 復温除 工事

つくし保育園 復温除 工事

第一小学校 復温除 工事

第三中学校 復温除 実施設計

第四小学校 復温除 実施設計

第三中学校 復温除 工事

第二小学校 復温除 実施設計

第四小学校 復温除 工事

第二小学校 復温除 工事

第一中学校 復温除 実施設計

第一中学校 復温除 工事

第一中学校講堂 復建 実施設計

第一中学校講堂 復建 工事

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

事 業 無 し

 
 
その他障害防止事業 

（単位：千円） 

年度 事 案 名 概 要 事業費 補助額

・ 福生駅自由通路建設 駅構内横断橋新設工事

五日市街道熊川武蔵野交差点改良 用地買収３４７．９１㎡ ＝５７６ｍ ＝１３．５ｍ

テレビ共同受信施設設置 共同受信アンテナ設置

熊川地区土砂崩れ防止工 防護柵整備

テレビ共同受信施設設置 共同受信アンテナ設置

テレビ共同受信施設設置 共同受信アンテナ設置
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156 

等現在の助成制度の内容充実についても改善を求めて行かなければならない。 
 

◆ 住宅防音事業に対する平成２７年度における改善要望内容 
（防衛施設周辺整備全国協議会を通じ国に要望している事項） 

要 望 事 項 理 由 
・対象区域を Lden５７デシベル区域まで拡

大するとともに、実態に即した区域指定を

行うこと。 

国で示した環境基準の早期達成・住居専用地区内住

民に限らず、騒音被害を被る区域内全居住者に対す

る救済措置を講ずること。 

・区域指定後の新築家屋及び増改築家屋の防

音工事を推進すること。 

防音工事の指定区域にありながら、防音工事の対象

にならないという矛盾が生じており、また、実施か

ら長い年月を経過しているものの、依然として矛盾

が解消されないため、制度の見直しを図られたい。 
・住宅防音工事に伴う防音関連維持費（空調

機電気料金等）を全世帯にも拡大し、補助

すること。 

管理経費が多額におよび、住民に経済的負担を与え

ているため、生活保護法に規定する生活保護世帯以

外にも拡大すること。 
 

— 156 —



基地内施設 
 
 

写真データ 
⑧コミュニティーセンター 

 
 
 
 

コミュニティーセンター 
 
 
 
 
 
 

写真データ 
⑨郵便局 

 
 
 
 
 
 
 

郵便局 
 
 

 

157 

◆住宅防音工事の状況

ア 年度別工事戸数の推移 （単位：戸）

年 度

昭和･

平成

元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

戸 数 ９

内

訳

新

規

一

室
９ ３ ６ ２ ９ ４

二

室
０ ０ １ ７ ６ ９ ３ ８ ８ １ ７ ４ １ ２ ０ ５ ５ ２

小計 ９ ８ ２

全室
追加

― ― ― ― １ ３ ５

年 度

平成
合計

戸 数 ４ ６ ２ １ ５

内

訳

新

規

（
一
挙
）

一室 ０ ６ ３ ９ ９ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

二室 ０ ３ ２ １ ０ ０ ０

三室 １ ７ ７ ２ １ ２ ０ ０ ０

四室 ０ ６ ４ １ ３ ２ ２ １ ０ ０ ０ １ ２

五室 ０ ３ ０ ５ ２ ３ ４ １ ２ ０ ２ ０ ０ ０

小 計 ６ ３ ５ ０ １ ２

追 加 ７ ４ １ １ ２ ０ ３

※ 平成 年度から Ｗ以上区域（平成 年度からは Ｗ区域でも）は一度で５室まで

※ 数値は北関東防衛局横田防衛事務所からの報告数値

イ 工事の内訳及び達成率 単位：戸）

区 分
対象戸数

推計

新 規 達成率

（％）

追 加
合 計

＋
平成 年度まで 平成 年度 小計 平成 年度まで 平成 年度 小計

Ｗ以上区域 ２ ０

Ｗ区域 ０ ３

合 計 ２ ３

※ Ｗ＝ＷＥＣＰＮＬ（加重等価継続感覚騒音レベル）

※ 数値は北関東防衛局横田防衛事務所からの報告数値 
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ウ．周辺財産（防衛省所属行政財産）の利用（７条）

横田基地周辺にある国の財産（移転等により国が買い入れた土地）は約６２万１千㎡あり、そ

のうち福生市の行政区域には約１４万２千㎡の土地がある。

市では、この周辺財産を「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」第７条（買い入れ

た土地の無償使用）により国から借用して、公園や広場、少年野球場、テニスコート、サッカー

等の多目的広場の運動施設として整備を行い、市民の憩いの場やスポーツ広場等として活用して

いる。

また、リサイクルセンター敷地の一部や防火水槽、道路敷地の用地としても使用している。

更に、平成２５年８月に防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律施行令の一部改正がな

され、土地の無償使用に係る施設の範囲の拡大が図られたことにより、防災食育センター（災害

時対応施設）用地も無償で使用できるようになった。

今後も、市民の要望を踏まえ引き続き有効的な利用について国に要請していく。

防衛省所属行政財産（土地）利用状況

平成２８年２月末現在使用面積 ㎡

（継続使用申請面積）

利 用 状 況 面 積 ㎡ 所 在 地 使 用 許 可 日

道路 熊川

熊川 外

熊川 外

熊川 外

熊川

熊川 外

福東公園 熊川 外

福東グランド

福東テニスコート

熊川 外

熊川

福東テニスコート 熊川 外

福東少年野球場 熊川 外

多目的広場

軟式・少年野球場

サッカー場

熊川 外 元

消防施設

防火水槽

熊川 イ

熊川

元

道路敷地 熊川 ‐

駐車場 熊川 外

福東グランド専用駐車場 熊川

花壇 熊川 外

下水道敷地 地下部分 熊川 外

福東トモダチ公園 熊川 外

防災食育センター

（災害時対応施設）
熊川 外

道路敷地 熊川
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エ．民生安定施設の助成事業（８条）

防衛施設の設置または運用により、周辺地域の住民が生活上または事業活動上被る阻害を障害

として幅広く捕らえ、地方公共団体が民生安定の見地から障害の緩和に役立つ施設の整備につい

て必要な措置を行うとき、国はその費用の一部について補助を行う。

この補助金は、障害を緩和するというマイナス面の回復や補償的な性格を有している。

従って、一般行政における補助金よりも補助割合が高くなっているのが特徴である。

当市においては、市民会館、図書館、地域会館、健康センター、福祉センター、体育館、消防

施設等の設置、また、市道、公園、緑地の整備等々、ほとんどの施設がその助成を受けている。

更に、平成２７年度からは、防災食育センター（災害時対応施設）の整備も始まっている。

写真データ

⑭庁舎

福生市庁舎

156 

等現在の助成制度の内容充実についても改善を求めて行かなければならない。 
 

◆ 住宅防音事業に対する平成２７年度における改善要望内容 
（防衛施設周辺整備全国協議会を通じ国に要望している事項） 

要 望 事 項 理 由 
・対象区域を Lden５７デシベル区域まで拡

大するとともに、実態に即した区域指定を

行うこと。 

国で示した環境基準の早期達成・住居専用地区内住

民に限らず、騒音被害を被る区域内全居住者に対す

る救済措置を講ずること。 

・区域指定後の新築家屋及び増改築家屋の防

音工事を推進すること。 

防音工事の指定区域にありながら、防音工事の対象

にならないという矛盾が生じており、また、実施か

ら長い年月を経過しているものの、依然として矛盾

が解消されないため、制度の見直しを図られたい。 
・住宅防音工事に伴う防音関連維持費（空調

機電気料金等）を全世帯にも拡大し、補助

すること。 

管理経費が多額におよび、住民に経済的負担を与え

ているため、生活保護法に規定する生活保護世帯以

外にも拡大すること。 
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民生安定施設整備事業（８条）

（単位 千円）

年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

補助道第８号線外１路線舗装新設

補助道第６号線舗装新設

補助道第５号線舗装新設 ～

町道５１０号線舗装新設 ～

町道３２７号線舗装新設 ～

町道１１３号線舗装新設

町道４９５・５１０号線舗装

町道１９１号線舗装

簡易水道施設設置 武蔵野地区 配水管工事

町道５３１号線舗装新設

町道１９１号線外２路線改良 用地買収 ㎡

牛浜地区学習等供用施設 ３種１級 ㎡

市道１９１号線改良

福生病院付属准看護学院防音 改築 ㎡

市道１９１号線改良

基地周辺公共施設整備見舞金 福生公園内舗装

市道１９１号線外２改良舗装 用地買収 ㎡

防火貯水槽設置 ４０㌧級 ５基

市道５８６号線外１舗装補修 ～

市道７９１号線改良舗装 用地買収 ㎡ ～

防火貯水槽新設 ４０㌧級 ４基

市道１１３４号線新設 用地買収 ㎡

市道１０１４号線外２舗装補修 ｍ

市道幹Ⅱ－３号線舗装補修

広報無線放送施設設置 子局６ヶ所

消防ポンプ自動車 Ａ２－級ＣＤ－Ⅱ型 第４分団

武蔵野地区学習等供用施設 ２種 ㎡ 福東会館

Ａ地区学習等供用施設 用地買収 ㎡ わかぎり会館

福生病院付属准看護学院 除湿、温度保持 ㎡

市道１１３４号線道路新設 用地買収 ㎡

市道９６号線改良 用地買収 ㎡

市道幹Ⅱ－２号線舗装補修

広報無線放送施設設置 子局９ヶ所

Ａ地区学習等供用施設 ３種 ㎡ わかぎり会館

屋外運動場設置 用地買収 ㎡ 田園野球場

原ヶ谷児童公園整備 用地買収及び整備工事

消防ポンプ自動車設置 Ａ２級ＣＤ－Ⅱ型 第２分団

市道加美平１２号線舗装補修

市道９６号線改良舗装 用地買収 ㎡

市道武蔵野台１号線舗装補修

市道７６号線外１改良 用地買収 ㎡

熊川地区学習等供用施設 用地買収 ㎡ 種 ㎡ わかたけ会館

本町地区学習等供用施設 種 ㎡ もくせい会館

市民会館 地下 地上 階 ㎡ 一級防音

（特別集会施設） ㎡

（コミュニティ供用施設） ㎡ ５種

（公民館） ㎡ １種

（老人福祉センター） ㎡

熊牛緑地設置 用地買収 ㎡

屋外運動場設置 田園野球場 用地買収 ㎡

屋外運動場設置 牛浜野球場 実施設計

消防ポンプ自動車設置 級 Ⅱ型 第３分団
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年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

市道７６号線外１路線改良舗装 踏切整備

市道７６号線外１路線改良舗装その２

市道武蔵野台１号線舗装補修

市道幹Ⅰ－１号線舗装補修 ～

市道６号線改良舗装 用地買収 ㎡

市道６６号線外２路線舗装

中央地区学習等供用施設 用地買収 ㎡ 階 種 ㎡

扶桑会館

商工業研修等施設 ㎡ 商工会館

熊牛緑地設置 用地買収 ㎡

屋外運動場設置 田園球場造成 ㎡

屋外運動場設置 牛浜球場整備 ㎡

消防ポンプ自動車設置 級 －Ⅱ型 第五分団

西住宅地区汚水管排水路整備 実施設計

保健相談センター ㎡ 躯体分 健康センター

市道１０９９号線舗装補修

市道９０号線舗装 用地買収 ㎡

市道７６号線舗装

本町東部地区学習等供用施設 用地買収 ㎡ 階 種 ㎡

松林会館

中央図書館 階 ㎡ 躯体分

（図書館） ㎡ ４種

（コミュニティセンター） ㎡ ６種

保健相談センター 階 ㎡

熊牛緑地設置 用地買収 ㎡

屋外運動場設置 牛浜野球場 土木、電気設備工事

西住宅地区汚水管排水路整備 汚水管埋設

市道１０６０号線舗装補修

市道幹Ⅰ－２号線外２路線舗装

中央図書館 階 ㎡

（図書館） ㎡ ４種

（コミュニティセンター） ㎡ ６種

熊川中央地区学習等供用施設 用地買収 ㎡ 階 種 ㎡

白梅会館

熊牛緑地設置 用地買収 ㎡ 工事一式

防火水槽築造 ４０㌧級 ５基

市道幹Ⅱ－１３号線舗装補修

市道１０６０号線舗装補修

加美平地区学習等供用施設 用地買収 ㎡

工事（ ）の 年分 かえで会館

熊牛緑地設置 用地買収 ㎡ （ ）の 年分

市道幹Ⅱ－３号線舗装

市道武蔵野台１１号線舗装補修 ～

市道武蔵野台４８号線外１路線舗装補修

市道武蔵野台６号線舗装新設 ～

市道１３９号線舗装新設 ～

加美平地区学習等供用施設 階 種 ㎡ かえで会館

玉川上水緑地整備 用地買収 ㎡ 工事一式 ㎡

加美緑地整備 用地買収 ㎡

熊牛緑地整備 用地買収繰越分 工事一式 ㎡

防火水槽築造 ４０㌧級 ５基

民生安定施設整備事業（８条）

（単位 千円）

年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

補助道第８号線外１路線舗装新設

補助道第６号線舗装新設

補助道第５号線舗装新設 ～

町道５１０号線舗装新設 ～

町道３２７号線舗装新設 ～

町道１１３号線舗装新設

町道４９５・５１０号線舗装

町道１９１号線舗装

簡易水道施設設置 武蔵野地区 配水管工事

町道５３１号線舗装新設

町道１９１号線外２路線改良 用地買収 ㎡

牛浜地区学習等供用施設 ３種１級 ㎡

市道１９１号線改良

福生病院付属准看護学院防音 改築 ㎡

市道１９１号線改良

基地周辺公共施設整備見舞金 福生公園内舗装

市道１９１号線外２改良舗装 用地買収 ㎡

防火貯水槽設置 ４０㌧級 ５基

市道５８６号線外１舗装補修 ～

市道７９１号線改良舗装 用地買収 ㎡ ～

防火貯水槽新設 ４０㌧級 ４基

市道１１３４号線新設 用地買収 ㎡

市道１０１４号線外２舗装補修 ｍ

市道幹Ⅱ－３号線舗装補修

広報無線放送施設設置 子局６ヶ所

消防ポンプ自動車 Ａ２－級ＣＤ－Ⅱ型 第４分団

武蔵野地区学習等供用施設 ２種 ㎡ 福東会館

Ａ地区学習等供用施設 用地買収 ㎡ わかぎり会館

福生病院付属准看護学院 除湿、温度保持 ㎡

市道１１３４号線道路新設 用地買収 ㎡

市道９６号線改良 用地買収 ㎡

市道幹Ⅱ－２号線舗装補修

広報無線放送施設設置 子局９ヶ所

Ａ地区学習等供用施設 ３種 ㎡ わかぎり会館

屋外運動場設置 用地買収 ㎡ 田園野球場

原ヶ谷児童公園整備 用地買収及び整備工事

消防ポンプ自動車設置 Ａ２級ＣＤ－Ⅱ型 第２分団

市道加美平１２号線舗装補修

市道９６号線改良舗装 用地買収 ㎡

市道武蔵野台１号線舗装補修

市道７６号線外１改良 用地買収 ㎡

熊川地区学習等供用施設 用地買収 ㎡ 種 ㎡ わかたけ会館

本町地区学習等供用施設 種 ㎡ もくせい会館

市民会館 地下 地上 階 ㎡ 一級防音

（特別集会施設） ㎡

（コミュニティ供用施設） ㎡ ５種

（公民館） ㎡ １種

（老人福祉センター） ㎡

熊牛緑地設置 用地買収 ㎡

屋外運動場設置 田園野球場 用地買収 ㎡

屋外運動場設置 牛浜野球場 実施設計

消防ポンプ自動車設置 級 Ⅱ型 第３分団
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年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

市道幹Ⅱ－４号線及び 号線舗装新設

市道加美平１４号線舗装新設

市道武蔵野台５２号線舗装新設

屋外運動場整備 市営競技場 実施設計 用地買収 ㎡

加美緑地整備 用地買収 ㎡

市道幹Ⅱ－１３号線舗装新設

市道幹Ⅱ－４号線舗装補修

屋外運動場整備 市営競技場 用地買収 ㎡

加美緑地整備 用地買収 ㎡ 実施設計 築造工事

防火水槽築造 ４０㌧級 ５基

市道幹Ⅱ－１６号線舗装新設

市道田園１号線舗装補修

屋外運動場整備 市営競技場 工事一式

熊牛公園新設 用地買収 ㎡

長沢公園新設 用地買収 ㎡

田園地区学習等供用施設 階 種 ㎡ 田園会館

消防ポンプ自動車設置 級 －Ⅱ型 第 分団

市道田園１号線舗装補修

市道１２０９号線舗装新設 （新掘橋部分 ）

市道幹Ⅰ－１号線舗装新設

長沢公園新設 築造工事 ㎡

熊牛公園新設 築造工事 ㎡

熊川北公園新設 実施設計 用地買収 ㎡

築造工事 ㎡ 鍋二公園

熊川東公園新設 実施設計 用地買収 ㎡

築造工事 ㎡ 睦公園

消防ポンプ自動車設置 級 －Ⅱ型 第２分団

市道田１８号線舗装補修

市道幹Ⅰ－１号線舗装

市道１２１０号線舗装 ～

武蔵野橋公園設置 用地買収 ㎡ 実施設計 築造工事 ㎡

西口広場公園設置 用地買収 ㎡

熊川地域体育館新設 実施設計 一部工事

無線放送施設整備 実施設計 固定親局１局 固定子局 局

消防ポンプ自動車設置 級 －Ⅱ型 第１分団

市道田１８号線舗装補修

市道田２８号線外１改良 全体調査費

西口広場公園新設 実施設計 築造工事 ㎡ 福生駅西口公園

中福生公園新設 用地買収 ㎡ 実施設計

熊川緑地新設 用地買収 ㎡ 実施設計

熊川地域体育館新設 一部２階建 ２種 ㎡

消防ポンプ自動車設置 ２級 －Ⅱ型 第３分団

市道田２８号線外２改良 五日市線横断実施設計

市道幹Ⅱ－１号線外１舗装補修

中福生公園新設 用地買収 ㎡ 築造工事 ㎡

熊川緑地新設 用地買収 ㎡

消防ポンプ自動車設置 ２級 －Ⅱ型 第５分団

市道田２８号線外２改良 下の川改修工負担金 ２１２ ５

〃 その２ 五日市線横断工事

本六公園新設 用地買収 ㎡ 実施設計 築造工事 ㎡

福栄公園新設 用地買収 ㎡ 実施設計 築造工事 ㎡
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年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

熊川緑地新設 用地買収 ㎡ 築造工事 ㎡

みずくらいど公園

防火水槽設置 ４０㌧級 ５基

市道田２８号線外２改良 その１ 五日市線横断工事

〃 その２ 下の川改修工負担金

東福生駅東口広場公園新設 用地買収 ㎡ 実施設計 築造工事 ㎡

熊川緑地新設 用地買収 ㎡

防火水槽設置 ４０㌧級 Ⅰ型２基 Ⅱ型３基

市道田２８号線外２改良 その１ 五日市線横断工事

〃 その２ 下の川改修工負担金

〃 その３ 都道部横断外１ 実施設計

熊川松原線（歩道橋）改良 全体計画調査

熊川緑地新設 用地買収 ㎡

志茂公園新設 用地買収 実施設計 築造工事 ㎡

市道田２８号線外２改良 その１ ボックスカルバート

〟 その２ 都道横断工

熊川松原線（歩道橋）改良 全体計画調査

熊川緑地新設 その１ 橋梁実施設計

〃 その２ 用地買収 ㎡

福生公園改良 工事 ㎡ （全体 ㎡）

市道田２８号線外２改良 その１ 排水路工事

〃 その２ ボックスカルバート

熊川緑地新設 その１ 橋梁工事

〃 その２ 実施設計（ ㎡）

〃 その３ 用地買収 ㎡

わかたけ公園新設 その１ 用地買収 ㎡

〃 その２ 実施設計

〃 その３ 工事一式

牛一公園新設 用地買収 ㎡

福生地域体育館 その１ 実施設計

〃 その２ 工事一式 ㎡

福祉センター（ 年度繰越明許分） 実施設計

福祉センター 地下１階地上 階 ㎡

（老人福祉センター）（布設作業所含） ㎡

（保健相談センター） ㎡

（鍋二地区学習等供用施設） ４種 ㎡

（老人デイサービスセンター） 実施設計 ㎡

市道田２８号線外２改良 排水路工事 歩道

（６～８年度国庫債務負担行為）

熊川緑地新設 その１ 用地買収 ㎡

〃 その２ 工事 ㎡

牛一公園新設 用地買収 ㎡

フレンドシップ広場公園新設 用地買収 ㎡

福生地域体育館新設 階 種 ㎡

中央地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡ 扶桑会館

本町東部地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡ 松林会館

福祉センター 地下１階地上 階 ㎡

（老人福祉センター）（布設作業所含） ㎡

（保健相談センター） ㎡

（鍋二地区学習等供用施設） ４種 ㎡

（老人デイサービスセンター） 併行 ㎡

年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

市道幹Ⅱ－４号線及び 号線舗装新設

市道加美平１４号線舗装新設

市道武蔵野台５２号線舗装新設

屋外運動場整備 市営競技場 実施設計 用地買収 ㎡

加美緑地整備 用地買収 ㎡

市道幹Ⅱ－１３号線舗装新設

市道幹Ⅱ－４号線舗装補修

屋外運動場整備 市営競技場 用地買収 ㎡

加美緑地整備 用地買収 ㎡ 実施設計 築造工事

防火水槽築造 ４０㌧級 ５基

市道幹Ⅱ－１６号線舗装新設

市道田園１号線舗装補修

屋外運動場整備 市営競技場 工事一式

熊牛公園新設 用地買収 ㎡

長沢公園新設 用地買収 ㎡

田園地区学習等供用施設 階 種 ㎡ 田園会館

消防ポンプ自動車設置 級 －Ⅱ型 第 分団

市道田園１号線舗装補修

市道１２０９号線舗装新設 （新掘橋部分 ）

市道幹Ⅰ－１号線舗装新設

長沢公園新設 築造工事 ㎡

熊牛公園新設 築造工事 ㎡

熊川北公園新設 実施設計 用地買収 ㎡

築造工事 ㎡ 鍋二公園

熊川東公園新設 実施設計 用地買収 ㎡

築造工事 ㎡ 睦公園

消防ポンプ自動車設置 級 －Ⅱ型 第２分団

市道田１８号線舗装補修

市道幹Ⅰ－１号線舗装

市道１２１０号線舗装 ～

武蔵野橋公園設置 用地買収 ㎡ 実施設計 築造工事 ㎡

西口広場公園設置 用地買収 ㎡

熊川地域体育館新設 実施設計 一部工事

無線放送施設整備 実施設計 固定親局１局 固定子局 局

消防ポンプ自動車設置 級 －Ⅱ型 第１分団

市道田１８号線舗装補修

市道田２８号線外１改良 全体調査費

西口広場公園新設 実施設計 築造工事 ㎡ 福生駅西口公園

中福生公園新設 用地買収 ㎡ 実施設計

熊川緑地新設 用地買収 ㎡ 実施設計

熊川地域体育館新設 一部２階建 ２種 ㎡

消防ポンプ自動車設置 ２級 －Ⅱ型 第３分団

市道田２８号線外２改良 五日市線横断実施設計

市道幹Ⅱ－１号線外１舗装補修

中福生公園新設 用地買収 ㎡ 築造工事 ㎡

熊川緑地新設 用地買収 ㎡

消防ポンプ自動車設置 ２級 －Ⅱ型 第５分団

市道田２８号線外２改良 下の川改修工負担金 ２１２ ５

〃 その２ 五日市線横断工事

本六公園新設 用地買収 ㎡ 実施設計 築造工事 ㎡

福栄公園新設 用地買収 ㎡ 実施設計 築造工事 ㎡
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年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

市道田２８号線外２改良 舗装工事 用地買収 ㎡

（６～８年度国庫債務負担行為）

牛一公園（仮称）新設 その１ 実施設計

〟 その４ 工事 ㎡

フレンドシップ広場公園 仮称 新設その２ 実施設計

〃 その３ 用地買収 ㎡

〃 その５ 工事 ㎡

熊川中央地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡ 白梅会館

武蔵野台地区児童館（仮称）新築 児童館部分 ㎡ 種 級温除 階建

図書館部分 ㎡ 種 級温除 階建

市道田２８号線外２改良 改良舗装 車道幅員

歩道幅員

（７～８年度国庫債務負担行為）

第二わらつけ公園（仮称）新設その１ 実施設計

〃 その２ 用地買収 ㎡

〃 その３ 工事 ㎡

消防ポンプ自動車設置 －Ⅱ型 第 分団

熊川地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡わかたけ会館

本町地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡もくせい会館

商工業研修等施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡

保健相談センター防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡

市民会館防音機能復旧 実施設計

武蔵野地区学習等供用施設新築 実施設計 工事 階建 ㎡ 福東会館

武蔵野台地区児童館等（仮称）新築 児童館部分 ㎡ 種 級温除 階建

図書館部分 ㎡ 種 級温除 階建

市道幹線Ⅱ－９号線外１舗装補修事業 実施設計 地質調査 Ｌ ～

牛浜駅東口公園（仮称）新設事業 実施設計 工事 ㎡

〃 用地買収 ㎡

ひふみ公園（仮称）新設事業 実施設計 工事 ， ㎡

〃 用地買収 ㎡

牛二公園（仮称）新設事業 用地買収 ㎡

消防ポンプ自動車設置 ＣＤ－Ⅱ型 第２分団

市民会館防音機能復旧事業 工事 復温除１級 ㎡

武蔵野地区学習等供用施設新築 ８年度繰越明許分 工事 福東会館

図書館（中央図書館）防音機能復旧事業 実施設計 復機１級 ㎡

コミュニティ供用施設 中央図書館 防音機能復旧 実施設計 復機１級 ㎡

加美平地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 復温除１級 ㎡

市道幹線Ⅱ－９号線外１舗装補修事業 舗装補修 ＝ ｍ ＝ ～ ｍ

牛二公園（仮称）新設事業 実施設計 工事 ㎡

〃 用地買収 ㎡

鍋ヶ谷戸児童公園拡張事業 実施設計 工事 ㎡

〃 用地買収 ㎡

消防ポンプ自動車設置 Ⅱ型 第１分団

図書館（中央図書館）防音機能復旧事業 工事 復温除１級 ㎡

コミュニティ供用施設 中央図書館 防音機能復旧 工事 復温除１級 ㎡

市道幹線Ⅱ－９号線外１舗装補修事業 舗装補修 ＝ ｍ ＝ ～ ｍ

下の川緑地（仮称）新設事業 用地買収 ㎡

〃 その２ 用地買収 ㎡

消防ポンプ自動車設置 Ⅱ型 第３分団

下の川緑地（仮称）新設事業 用地買収 ㎡

〃 実施設計 約 ｍ

消防ポンプ自動車設置 Ⅱ型 第５分団

田園地区学習等供用施設防音機能復旧事業 実施設計 工事 復温除 級 ㎡ 田園会館
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年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

市道幹線１－１号線舗装補修事業 実施設計 ｍ ｍ

〃 工事 ｍ ｍ

下の川緑地（仮称）新設事業 工事 約 ｍ

〃 用地買収 ㎡

〃 その２ 用地買収 ㎡

市道幹線Ⅱ－５号線改良事業 実施設計 ｍ ｍ×

下の川緑地（仮称）新設事業 実施設計

〃 工事 約 ｍ

〃 用地買収 ㎡

市道幹線Ⅱ－５号線改良事業 改良舗装工事 歩道 Ｌ＝ ｍ Ｗ＝ ｍ×

〃 舗装補修工事 車道）Ｌ＝ ｍ

下の川緑地 仮称 新設事業 実施設計 約 ㎡

〃 工事 五日市線～多摩橋通り ㎡

〃 用地買収 ㎡

防衛施設周辺まちづくり構想策定事業 まちづくり構想策定のための基礎調査

（繰越明許）

〃 まちづくり構想策定 市民プラン

ｓｉｍｉｎｎ民生安定施設改修（リニューアル）調査事業 市民会館等改修調査（繰越明許）

市道幹線Ⅱ－５号線改良事業 改良舗装工事 歩道 ＝ ｍ ＝ ｍ×

〃 舗装補修工事 車道） ＝ ｍ

原ヶ谷戸緑地（仮称）新設事業 実施設計 ㎡

〃 用地買収 ㎡

〃 用地買収 ㎡

防衛施設周辺まちづくり構想策定事業 まちづくり構想策定事業報告書

民生安定施設改修（リニューアル）調査事業 実施設計 延床面積 ㎡

原ヶ谷戸緑地（仮称）新設事業 工 事 ㎡

中福生公園拡張事業 用地買収 ㎡

中福生公園拡張事業 工 事 ㎡

市民会館等リニューアル事業 改修工事 ㎡

市庁舎建設事業 実施設計

中央図書館おはなし室改修事業 アスベスト撤去 ㎡

市庁舎建設事業 全体事業費 千円

市庁舎建設事業 ㎡

市道幹線Ⅱ－ 号線改良事業 実施設計

防災行政無線施設改良事業 実施設計、工事

市道幹線Ⅱ－ 号線改良事業 第一工区 ｍ

〃 第二工区 ｍ

防災行政無線施設改良事業 親局１局 子局 局 戸別受信機 台

文字表示盤４か所

市道幹線Ⅱ－ 号線改良事業 第二工区 ｍ

〃 第三工区 ｍ

市道幹線Ⅱ－ 号線改良事業 第三工区 ｍ

福生南公園整備事業 実施設計 ㎡

緑地整備 その１

緑地整備 その２

市道幹線Ⅱ－ 号線外 改良事業 実施設計 ｍ

歩道改良 車道舗装 ｍ

市道幹線Ⅱ－ 号線外 改良事業 実施設計 ｍ

福生南公園整備事業 緑地整備 その１

緑地整備 その２

消防ポンプ自動車更新事業 Ⅰ型 第４分団

市道幹線Ⅱ－ 号線外 改良事業 歩道改良 車道舗装 ｍ

市道幹線Ⅱ－ 号線外 改良事業 歩道改良 車道舗装 ｍ

福東緑地整備事業 実施設計

緑地整備 ㎡

消防ポンプ自動車更新事業 Ⅰ型 第２分団

年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

市道田２８号線外２改良 舗装工事 用地買収 ㎡

（６～８年度国庫債務負担行為）

牛一公園（仮称）新設 その１ 実施設計

〟 その４ 工事 ㎡

フレンドシップ広場公園 仮称 新設その２ 実施設計

〃 その３ 用地買収 ㎡

〃 その５ 工事 ㎡

熊川中央地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡ 白梅会館

武蔵野台地区児童館（仮称）新築 児童館部分 ㎡ 種 級温除 階建

図書館部分 ㎡ 種 級温除 階建

市道田２８号線外２改良 改良舗装 車道幅員

歩道幅員

（７～８年度国庫債務負担行為）

第二わらつけ公園（仮称）新設その１ 実施設計

〃 その２ 用地買収 ㎡

〃 その３ 工事 ㎡

消防ポンプ自動車設置 －Ⅱ型 第 分団

熊川地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡わかたけ会館

本町地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡もくせい会館

商工業研修等施設防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡

保健相談センター防音機能復旧 実施設計 工事 ㎡

市民会館防音機能復旧 実施設計

武蔵野地区学習等供用施設新築 実施設計 工事 階建 ㎡ 福東会館

武蔵野台地区児童館等（仮称）新築 児童館部分 ㎡ 種 級温除 階建

図書館部分 ㎡ 種 級温除 階建

市道幹線Ⅱ－９号線外１舗装補修事業 実施設計 地質調査 Ｌ ～

牛浜駅東口公園（仮称）新設事業 実施設計 工事 ㎡

〃 用地買収 ㎡

ひふみ公園（仮称）新設事業 実施設計 工事 ， ㎡

〃 用地買収 ㎡

牛二公園（仮称）新設事業 用地買収 ㎡

消防ポンプ自動車設置 ＣＤ－Ⅱ型 第２分団

市民会館防音機能復旧事業 工事 復温除１級 ㎡

武蔵野地区学習等供用施設新築 ８年度繰越明許分 工事 福東会館

図書館（中央図書館）防音機能復旧事業 実施設計 復機１級 ㎡

コミュニティ供用施設 中央図書館 防音機能復旧 実施設計 復機１級 ㎡

加美平地区学習等供用施設防音機能復旧 実施設計 工事 復温除１級 ㎡

市道幹線Ⅱ－９号線外１舗装補修事業 舗装補修 ＝ ｍ ＝ ～ ｍ

牛二公園（仮称）新設事業 実施設計 工事 ㎡

〃 用地買収 ㎡

鍋ヶ谷戸児童公園拡張事業 実施設計 工事 ㎡

〃 用地買収 ㎡

消防ポンプ自動車設置 Ⅱ型 第１分団

図書館（中央図書館）防音機能復旧事業 工事 復温除１級 ㎡

コミュニティ供用施設 中央図書館 防音機能復旧 工事 復温除１級 ㎡

市道幹線Ⅱ－９号線外１舗装補修事業 舗装補修 ＝ ｍ ＝ ～ ｍ

下の川緑地（仮称）新設事業 用地買収 ㎡

〃 その２ 用地買収 ㎡

消防ポンプ自動車設置 Ⅱ型 第３分団

下の川緑地（仮称）新設事業 用地買収 ㎡

〃 実施設計 約 ｍ

消防ポンプ自動車設置 Ⅱ型 第５分団

田園地区学習等供用施設防音機能復旧事業 実施設計 工事 復温除 級 ㎡ 田園会館
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年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

市道幹線Ⅱ－ 号線外１改良事業 歩道改良 車道舗装 ｍ

福東緑地整備事業 緑地整備 ㎡

玉川上水緑地日光橋公園等整備事業 実施設計

消防ポンプ自動車更新事業 Ⅰ型 第１分団

市道幹線Ⅱ－ 号線外１改良事業 歩道改良 車道舗装 ｍ

玉川上水緑地日光橋公園等整備事業 緑地整備

消防ポンプ自動車更新事業 Ⅰ型 第３分団

市道幹線Ⅱ－ 号線外１改良事業 歩道改良 車道舗装 ｍ

見込 防災食育センター整備事業 工事一式 ㎡（ ）
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［テレビ受信料の半額免除］（８条予算措置による一般助成）

航空機の離発着等による騒音でテレビの音響に障害が生じているため、受信料を免除すべきだと

いう声の中で、昭和３９年４月から は日本放送協会放送受信料免除基準の中で「基地周辺受信

者」に対して、受信料を半額免除する措置を採るようになった。

この措置は、半額免除による受信料に相当する分を国が行政措置により肩代わりして に支払

うものであったが、原因者でない が補助業者となっていたことなどから、昭和５７年４月に受

信料基準が改正され、「基地周辺受信者」の項目が削除された。

このため、これに代わり（財）防衛施設周辺整備協会が「放送受信障害対策助成金」として、受

信料の半額を視聴者に助成する制度が設けられた。これは、従来の基地周辺受信区域内の半額免除

相当額を国（防衛省）に放送受信障害対策助成金として同協会が補助請求を行い、それを に対

して支払うようになっていたが、「行政改革大綱（平成１２年閣議決定）」に基づく、「公益法人

に対する行政の関与の在り方の改革実施計画（平成１４年３月２９日閣議決定）」を踏まえ、平成

１８年４月からは、直接、国が放送受信契約者に補助金を交付している。

〇減免区域

当初は が決めた主要着陸帯の短辺の延長で飛行場の外辺から１ 、長辺の延長で飛行場の外

辺から２ の区域を基準として音響の強度及び飛行場の周辺の地形、集落の状態等を勘案して作

られていたところであったが、昭和５４年４月に長辺の方向は５ に拡大され、現在の対象区域

もこれにならっている。

この減免区域は公表されておらず、 等への調査で福生市の約７１％の区域で半額免除区域に

なっているものと推定される。

市では、現在国に対して市内全域を対象区域とするよう範囲の拡大と全額免除について強く要請

している。

年度 事 案 名 概 要 事 業 費 補 助 額

市道幹線Ⅱ－ 号線外１改良事業 歩道改良 車道舗装 ｍ

福東緑地整備事業 緑地整備 ㎡

玉川上水緑地日光橋公園等整備事業 実施設計

消防ポンプ自動車更新事業 Ⅰ型 第１分団

市道幹線Ⅱ－ 号線外１改良事業 歩道改良 車道舗装 ｍ

玉川上水緑地日光橋公園等整備事業 緑地整備

消防ポンプ自動車更新事業 Ⅰ型 第３分団

市道幹線Ⅱ－ 号線外１改良事業 歩道改良 車道舗装 ｍ

見込 防災食育センター整備事業 工事一式 ㎡（ ）
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オ．特定防衛施設周辺整備調整交付金事業（９条）

国は地方公共団体が行う生活環境整備や地域開発などのまちづくりに対して阻害を及ぼすような

広大な防衛施設を特定防衛施設とし、これに関連する市町村を特定防衛施設関連市町村としてそれ

ぞれ指定し、これらが対象となる公共施設の整備を行う場合に交付金を交付する。

この交付金は、法３、４、８条の補助金と異なり、市町村のまちづくりに着目した点が特色で、

市町村自体が任意に整備すべき施設やその割合を決めることができるとされている。交付額につい

ては、特定防衛施設の面積及び市町村の行政面積に占める割合、市町村の人口、人口増加率、人口

密度、特定防衛施設の運用の態様等を基礎として算定される。

横田基地は、昭和５０年３月に特定防衛施設として指定され、併せて立川市、昭島市、福生市、

武蔵村山市、羽村市、瑞穂町が特定防衛施設関連市町村として指定されている。

今までも離着陸回数の増加や米空母艦載機の戦闘機・攻撃機による着艦訓練の実施等による基地

機能の一段の強化、また、不発弾の発見や多量の航空機燃料漏出事故等により周辺住民の生活環境

に影響を与えたことなど様々な態様の変更があったが、平成２２年１２月１７日に閣議決定された

中期防衛力整備計画（平成２３年度～平成２７年度）において、航空自衛隊横田基地移転に伴い

「横田基地を新設」と明記されたことについては大きな態様の変化と捉え、交付金の増額を強く要

望した。

なお、国は、平成２１年１１月の事業仕分けの結果や地元要望を踏まえ、「防衛施設周辺の生

活環境の整備等に関する法律」の一部を改正する法律案を国会に提出した。

その結果、平成２３年４月には法令が一部改正され、従来の公共用の施設の整備に加え、ソフ

ト事業も対象となり、基金運用も可能とするなど、地域にとってより効果的で使い勝手の良い制度

となった。

写真データ

⑮牛浜駅

牛浜駅自由通路
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特定防衛施設及び特定防衛施設関連市町村一覧表

平成２８年３月１日現在）

特定防衛施設 特定防衛施設関連市町村 特定防衛施設 特定防衛施設関連市町村

千歳飛行場 千歳市

苫小牧市

上富良野演習場 富良野市

北海道空知郡上富良野町

北海道空知郡中富良野町三沢飛行場 三沢市

青森県上北郡東北町 北海道大演習場

島松着弾地及び

島松地区に限る｡

恵庭市

北広島市
八戸飛行場 八戸市

松島飛行場 東松島市

石巻市 然別演習場 北海道河東郡鹿追町

百里飛行場 行方市

鉾田市

小美玉市

矢臼別演習場 北海道厚岸郡厚岸町

北海道厚岸郡浜中町

北海道野付郡別海町

入間飛行場 狭山市

入間市

岩手山中演習場 八幡平市

岩手県岩手郡滝沢村

下総飛行場 鎌ケ谷市 王城寺原演習場 宮城県黒川郡大和町

宮城県黒川郡大衡村

宮城県加美郡色麻町

柏市

横田飛行場 立川市

昭島市

福生市

白河布引山演習場 福島県岩瀬郡天栄村

福島県西白河郡西郷村

武蔵村山市

羽村市

相馬原演習場 高崎市

群馬県北群馬郡榛東村

東京都西多摩郡瑞穂町 関山演習場 妙高市

上越市硫黄島飛行場 東京都小笠原村

厚木飛行場 大和市

綾瀬市

藤沢市

北富士演習場 富士吉田市

山梨県南都留郡忍野村

山梨県南都留郡山中湖村小松飛行場 小松市

加賀市 東富士演習場 御殿場市

岐阜飛行場 各務原市 裾野市

静岡県駿東郡小山町浜松飛行場 浜松市

美保飛行場 米子市

境港市

饗庭野演習場 高島市

日本原演習場 津山市

岩国飛行場 岩国市 岡山県勝田郡奈義町

築城飛行場 行橋市 大矢野原演習場 熊本県上益城郡山都町

福岡県京都郡みやこ町 日出生台演習場 由布市

福岡県築上郡築上町 大分県玖珠郡九重町

芦屋飛行場 福岡県遠賀郡芦屋町

福岡県遠賀郡水巻町

大分県玖珠郡玖珠町

霧島演習場 えびの市

福岡県遠賀郡岡垣町 鹿児島県姶良郡湧水町

福岡県遠賀郡遠賀町

新田原飛行場 西都市

宮崎県児湯郡新富町

鹿屋飛行場 鹿屋市

嘉手納飛行場 沖縄市

沖縄県中頭郡読谷村

沖縄県中頭郡嘉手納町

沖縄県中頭郡北谷町
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特定防衛施設 特定防衛施設関連市町村 特定防衛施設 特定防衛施設関連市町村

キャンプ･ 名護市 嘉手納弾薬庫地区 うるま市

シュワブ 沖縄市

キャンプ・ 名護市 沖縄県国頭郡恩納村

ハンセン 沖縄県国頭郡恩納村 沖縄県中頭郡読谷村

沖縄県国頭郡宜野座村 沖縄県中頭郡嘉手納町

沖縄県国頭郡金武町 下北試験場 青森県下北郡東通村

三沢対地射爆撃場 三沢市 霞ヶ浦飛行場 土浦市

青森県上北郡六ヶ所村 茨城県稲敷郡阿見町

伊江島補助飛行場 沖縄県国頭郡伊江村 宇都宮飛行場 宇都宮市

鳥島射爆撃場 沖縄県島尻郡久米島町 相馬原飛行場 群馬県北群馬郡榛東村

久米島射爆撃場 沖縄県島尻郡久米島町 木更津飛行場 木更津市

出砂島射爆撃場 沖縄県島尻郡渡名喜村 キャンプ座間 相模原市

大湊港に所在す むつ市 座間市

る防衛施設 相模原総合補給
相模原市

横須賀港に所在 横須賀市 廠

する防衛施設 徳島飛行場 徳島県板野郡松茂町

舞鶴港に所在す 舞鶴市 目達原飛行場 佐賀県神埼郡吉野ヶ里町

る防衛施設 佐賀県三養基郡上峰町

呉港に所在する 呉市 普天間飛行場 宜野湾市

防衛施設 池子住宅地区及 逗子市

佐世保港に所在 佐世保市 び海軍補助施設

する防衛施設 西海市 小牧基地 春日井市

那覇港に所在す 那覇市 小牧市

る防衛施設 愛知県西春日井郡豊山町

金武中城港に所 うるま市 牧港補給地区 浦添市

在する防衛施設 北部訓練場 沖縄県国頭郡国頭村

天願桟橋､陸軍 沖縄県国頭郡東村

貯油施設、沖縄 キャンプ瑞慶覧 沖縄県中頭郡北谷町

基地隊及びホワ 沖縄県中頭郡北中城村

イト・ビーチ地

区に限る｡

陸上自衛隊北海 北海道白老郡白老町

道補給処白老

弾薬支処

航空自衛隊第四 青森県上北郡東北町

補給処東北支処

陸上自衛隊関東 高崎市

補給処吉井弾薬

支処

陸上自衛隊関西 京田辺市

補給処祝園弾薬 京都府相楽郡精華町

支処

川上弾薬庫 東広島市

切串弾薬庫及び 江田島市

秋月弾薬庫

特定防衛施設及び特定防衛施設関連市町村一覧表

平成２８年３月１日現在）

特定防衛施設 特定防衛施設関連市町村 特定防衛施設 特定防衛施設関連市町村

千歳飛行場 千歳市

苫小牧市

上富良野演習場 富良野市

北海道空知郡上富良野町

北海道空知郡中富良野町三沢飛行場 三沢市

青森県上北郡東北町 北海道大演習場

島松着弾地及び

島松地区に限る｡

恵庭市

北広島市
八戸飛行場 八戸市

松島飛行場 東松島市

石巻市 然別演習場 北海道河東郡鹿追町

百里飛行場 行方市

鉾田市

小美玉市

矢臼別演習場 北海道厚岸郡厚岸町

北海道厚岸郡浜中町

北海道野付郡別海町

入間飛行場 狭山市

入間市

岩手山中演習場 八幡平市

岩手県岩手郡滝沢村

下総飛行場 鎌ケ谷市 王城寺原演習場 宮城県黒川郡大和町

宮城県黒川郡大衡村

宮城県加美郡色麻町

柏市

横田飛行場 立川市

昭島市

福生市

白河布引山演習場 福島県岩瀬郡天栄村

福島県西白河郡西郷村

武蔵村山市

羽村市

相馬原演習場 高崎市

群馬県北群馬郡榛東村

東京都西多摩郡瑞穂町 関山演習場 妙高市

上越市硫黄島飛行場 東京都小笠原村

厚木飛行場 大和市

綾瀬市

藤沢市

北富士演習場 富士吉田市

山梨県南都留郡忍野村

山梨県南都留郡山中湖村小松飛行場 小松市

加賀市 東富士演習場 御殿場市

岐阜飛行場 各務原市 裾野市

静岡県駿東郡小山町浜松飛行場 浜松市

美保飛行場 米子市

境港市

饗庭野演習場 高島市

日本原演習場 津山市

岩国飛行場 岩国市 岡山県勝田郡奈義町

築城飛行場 行橋市 大矢野原演習場 熊本県上益城郡山都町

福岡県京都郡みやこ町 日出生台演習場 由布市

福岡県築上郡築上町 大分県玖珠郡九重町

芦屋飛行場 福岡県遠賀郡芦屋町

福岡県遠賀郡水巻町

大分県玖珠郡玖珠町

霧島演習場 えびの市

福岡県遠賀郡岡垣町 鹿児島県姶良郡湧水町

福岡県遠賀郡遠賀町

新田原飛行場 西都市

宮崎県児湯郡新富町

鹿屋飛行場 鹿屋市

嘉手納飛行場 沖縄市

沖縄県中頭郡読谷村

沖縄県中頭郡嘉手納町

沖縄県中頭郡北谷町
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特定防衛施設周辺整備調整交付金（９条）年度別事業実績

（単位 千円）

年 度 事 案 名 事 業 費 交 付 金

市道加美平２７号線舗装新設工事

市道幹Ⅱ－１４号線舗装補修工事

市道照明整備設置工事

給食センター管理棟設置工事

市民会館整地事業

計

市道１０７，１０８，１１３号線舗装工事

消防施設（可搬式ポンプ）設置事業

玉川台児童遊園整備事業

市道１００６号線排水管埋設事業

加美平グランド整備工事

一中便所及び更衣室新築工事

市民会館ホール用固定椅子設置事業

市民会館大ホール綴織椴帳及び絞り椴帳設置事業

市民会館駐車場用地取得事業

計

市民会館屋外整備工事

市民会館駐車場用地取得事業

市道１０９８号線外２路線舗装改良工事

市道１０６１号線外１路線舗装改良工事

市道２８３号線新設舗装工事

市道１０７２号線舗装改良工事

市道１１０５号線舗装改良工事

市営水泳場改造工事

武蔵野児童遊園整備工事

三小北側斜面整備工事

一小視聴覚施設設置工事

防災施設（災害用浄水打器）設置事業

計

市道Ⅱ－１０号線改良工事

市道１０４２号線改良工事

市道１０９８号線外３路線改良工事

市役所前横断歩道橋設置事業

福生不動尊児童遊園設置事業

第二学校給食センター新築事業

計

市道１１６号線外１路線改良事業

第二学校給食センター新築事業

親和児童遊園設置事業

第二小学校プール整備事業

中央図書館周辺整備事業

公共下水道管渠布設事業

鍋ヶ谷戸地区公園設置事業（鍋ヶ谷戸児童公園）

計

わらつけ公園用地取得事業

第一小学校プール改良事業

殿ヶ谷分水路遊歩道設置工事

熊川武蔵野地区テニスコート広場築造事業

第一分団車庫建築工事

計

わらつけ公園用地取得事業

市営プール公園管理事務所新築事業

計
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年 度 事 案 名 事 業 費 交 付 金

わらつけ公園設置事業

第一中学校プール改良事業

計

東福生第一公園整備事業（もくせい公園）

第三小学校プール改良工事

計

市道３０３号線遊歩道新設事業

東福生第一公園整備事業（もくせい公園）

第二中学校プール改良工事

市営プール新設事業

立川第２処理分区Ｓ５９工事

福生中央排水区Ｓ５９工事

計

市道武蔵野台５２号線改良舗装事業

自転車歩行者専用道路整備事業

市道１１０７，１１０８号線改良舗装事業

市道幹Ⅱ－４号線改良工事

福生南部第二処理分区Ｓ－６０工事

福生中央排水区Ｓ－６０工事

第五小学校外構整備事業

第五小学校プール整備事業

第六小学校プール整備事業

計

西口広場整備事業

市道１１１３号線改良舗装事業

市道武５２号線改良舗装事業

本町排水区Ｓ－６１工事

計

市道１１０４号線改良舗装事業

市道１１０７号線外１路線改良舗装事業

西口広場整備事業

西口駐輪場新設事業

本町排水区Ｓ－６２工事

計

市道第１２５９号線（自由通路）階段改良事業

市道１２６４号線新設事業

計

元 多摩川中央公園整備事業

計

災害用備蓄庫（用地取得）整備事業

健康センター駐車場（用地取得）整備事業

計

拝島駅北口自転車駐車場設置整備事業（用地取得）

市道第３１５号線改良整備事業（用地取得）

計

南公園改良事業

拝島駅北口自転車駐車場新設事業

計

牛浜駅東口自転車駐車場設置整備事業（用地取得）

計

牛浜駅西口自転車駐車場設置整備事業（用地取得）

計

福祉センター駐車場整備事業（用地取得）

計

特定防衛施設周辺整備調整交付金（９条）年度別事業実績

（単位 千円）

年 度 事 案 名 事 業 費 交 付 金

市道加美平２７号線舗装新設工事

市道幹Ⅱ－１４号線舗装補修工事

市道照明整備設置工事

給食センター管理棟設置工事

市民会館整地事業

計

市道１０７，１０８，１１３号線舗装工事

消防施設（可搬式ポンプ）設置事業

玉川台児童遊園整備事業

市道１００６号線排水管埋設事業

加美平グランド整備工事

一中便所及び更衣室新築工事

市民会館ホール用固定椅子設置事業

市民会館大ホール綴織椴帳及び絞り椴帳設置事業

市民会館駐車場用地取得事業

計

市民会館屋外整備工事

市民会館駐車場用地取得事業

市道１０９８号線外２路線舗装改良工事

市道１０６１号線外１路線舗装改良工事

市道２８３号線新設舗装工事

市道１０７２号線舗装改良工事

市道１１０５号線舗装改良工事

市営水泳場改造工事

武蔵野児童遊園整備工事

三小北側斜面整備工事

一小視聴覚施設設置工事

防災施設（災害用浄水打器）設置事業

計

市道Ⅱ－１０号線改良工事

市道１０４２号線改良工事

市道１０９８号線外３路線改良工事

市役所前横断歩道橋設置事業

福生不動尊児童遊園設置事業

第二学校給食センター新築事業

計

市道１１６号線外１路線改良事業

第二学校給食センター新築事業

親和児童遊園設置事業

第二小学校プール整備事業

中央図書館周辺整備事業

公共下水道管渠布設事業

鍋ヶ谷戸地区公園設置事業（鍋ヶ谷戸児童公園）

計

わらつけ公園用地取得事業

第一小学校プール改良事業

殿ヶ谷分水路遊歩道設置工事

熊川武蔵野地区テニスコート広場築造事業

第一分団車庫建築工事

計

わらつけ公園用地取得事業

市営プール公園管理事務所新築事業

計
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年 度 事 案 名 事 業 費 交 付 金

福祉センター駐車場整備事業（用地取得）

市道１０４８号線整備事業（用地取得）

計

市道１０４８号線整備事業（工事、用地取得）

福生地域体育館駐車場新設事業（用地取得）

計

市道１２７１号線（仮称）新設事業（用地取得）

福生地域体育館駐車場新設事業（用地取得）

計

福生駅西口市営駐車場（仮称）新設事業（用地取得）

市道 号線外１改良事業（用地取得）

市道田園７１号線改良事業

計

福生駅西口市営駐車場（仮称）新設事業（用地取得）

福生市営 ｍプール改修事業

計

福生駅西口市営駐車場（仮称）新設事業（用地取得）

市民会館大ホール舞台機構改良事業

市民会館小ホール舞台音響・照明設備改良事業

計

市民会館大ホール舞台改良事業

市営プールシャワー等改良事業（温水シャワー設置等工事）

市営プールシャワー等改良事業（券売機３台購入）

福東グランドフェンス等改良事業（フェンス設置工事等）

福東テニスコート改良事業（全天候型オムニコート）

中央排水区Ｈ その１整備事業

計

れんげ園増築事業 （作業室増築）

第一中学校ランチルーム等整備事業

第一中学校牛乳配膳室整備事業

計

市営駐車場立体化整備事業

第二中学校ランチルーム等整備事業

計

市道第１０２８号線改良事業

市道第１０２８号線改良事業（用地取得）

市道第１３３号線改良事業

東福生駅自由通路上屋設置事業

南公園内池設置事業

第三中学校ランチルーム等整備事業

中央体育館耐震補強等事業

計

東福生駅自由通路等上屋設置事業

市道第３０号線歩道設置事業

市道第１８１号線歩道設置事業

市道第２２１号線法面設置事業

ごみ搬送車購入

給食配送車購入

加美平野球場防球ネット改良事業

中央体育館耐震等補強整備事業

計
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年 度 事 案 名 事 業 費 交 付 金

病後児保育室新設事業

福生保育園用地取得事業

健康センター耐震補強等事業

市道第 号線法面防護事業

市道第 号線改良事業

耐震性防火水槽新設事業（その１）

耐震性防火水槽新設事業（その２）

小中学校門扉オートロック新設事業

市営プール循環設備改良事業

武蔵野台テニスコート改良事業

福東第一少年野球場外２改良事業

福生地域体育館駐車場拡張事業

計

起震車整備事業（前年度繰越）

トレーニング機器整備事業（前年度繰越）

計 前年度繰越合計

福生保育園病後児保育室等整備事業

健康センター耐震補強等事業

市道第１６号線改良事業（用地取得）

市道第１６号線改良事業（休憩施設整備工事）

福生かに坂公園駐車場整備事業（用地取得）

福生かに坂公園駐車場整備事業（工事）

計

鍋ケ谷戸児童公園整備事業

耐震性防火水槽新設事業

第五小学校空調設備事業

市民会館小ホール舞台改良整備事業（実施設計）

市民会館小ホール舞台改良整備事業（工事）

市民会館屋上防水改良整備事業

福生野球場整備事業

市営競技場整備事業

計

市道第 号線拡幅事業

牛浜駅自由通路整備事業

第六小学校校庭防球ネット改良事業

市民会館大ホール照明装置改良事業

福生野球場整備事業

福生地域体育館空調設備改良事業

計

牛浜駅自由通路整備事業（基金）

計

保健センター外壁及び屋上防水改良事業（実施設計）

保健センター外壁及び屋上防水改良事業（工事）

消防団車庫改良事業（実施設計）

消防団車庫改良事業（工事）

わかぎり会館改良事業（実施設計）

わかぎり会館改良事業（工事）

第三中学校通級指導学級設置事業

牛浜駅自由通路整備事業（基金）

計

年 度 事 案 名 事 業 費 交 付 金

福祉センター駐車場整備事業（用地取得）

市道１０４８号線整備事業（用地取得）

計

市道１０４８号線整備事業（工事、用地取得）

福生地域体育館駐車場新設事業（用地取得）

計

市道１２７１号線（仮称）新設事業（用地取得）

福生地域体育館駐車場新設事業（用地取得）

計

福生駅西口市営駐車場（仮称）新設事業（用地取得）

市道 号線外１改良事業（用地取得）

市道田園７１号線改良事業

計

福生駅西口市営駐車場（仮称）新設事業（用地取得）

福生市営 ｍプール改修事業

計

福生駅西口市営駐車場（仮称）新設事業（用地取得）

市民会館大ホール舞台機構改良事業

市民会館小ホール舞台音響・照明設備改良事業

計

市民会館大ホール舞台改良事業

市営プールシャワー等改良事業（温水シャワー設置等工事）

市営プールシャワー等改良事業（券売機３台購入）

福東グランドフェンス等改良事業（フェンス設置工事等）

福東テニスコート改良事業（全天候型オムニコート）

中央排水区Ｈ その１整備事業

計

れんげ園増築事業 （作業室増築）

第一中学校ランチルーム等整備事業

第一中学校牛乳配膳室整備事業

計

市営駐車場立体化整備事業

第二中学校ランチルーム等整備事業

計

市道第１０２８号線改良事業

市道第１０２８号線改良事業（用地取得）

市道第１３３号線改良事業

東福生駅自由通路上屋設置事業

南公園内池設置事業

第三中学校ランチルーム等整備事業

中央体育館耐震補強等事業

計

東福生駅自由通路等上屋設置事業

市道第３０号線歩道設置事業

市道第１８１号線歩道設置事業

市道第２２１号線法面設置事業

ごみ搬送車購入

給食配送車購入

加美平野球場防球ネット改良事業

中央体育館耐震等補強整備事業

計
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年 度 事 案 名 事 業 費 交 付 金

武蔵野台児童館冷暖房空調設備改良事業

消防団車庫改良事業（実施設計）

消防団車庫改良事業（工事）

わかたけ会館改良事業（実施設計）

市民会館指定管理委託事業（基金）

古民家保存事業（基金）

古民家等の維持・管理事業（基金）

計

消防団車庫改良事業（実施設計）

消防団車庫改良事業（工事）

わかたけ会館改良事業（工事）

消防ポンプ自動車更新事業（第５分団）

小学校給食用設備改良事業（基金）

中学校給食用設備整備事業（基金）

市民会館指定管理委託事業（基金）

計

消防団車庫改良事業（工事）

（見込） 中学校給食用設備整備等整備事業

防災食育センター食育用備品整備事業（基金）

英語教育指導助手（外国人）委託事業（基金）

通学路見守り委託事業（基金）

小学校給食用設備改良事業（基金）

中学校給食用設備整備事業（基金）

市民会館指定管理委託事業（基金）

計
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（３）再編交付金

在日米軍の再編に伴い、「駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置法」（平成

１９年法律第６７号）が制定され、新たな負担が生じる自治体が実施する公共施設の

整備等の事業に対して、１０年間再編交付金が交付されることになった。

この再編交付金の特徴は施設整備のほかに、ソフト事業にも活用できる点であり、

その対象事業は、住民に対する広報に関する事業、教育・スポーツ・文化の振興に関

する事業、福祉の増進及び医療の確保に関する事業など１４事業が助成対象事業とな

っている。

また、継続的なソフト事業を実施するにあたっては、駐留軍等の再編の円滑な実施

に関する特別措置法施行令第５条の規定により、再編関連特別事業を２年度以上にわ

たり継続する事業を行う場合には、事業に必要な経費を支弁するために地方自治法第

２４１条の基金を設置しなければならないと定められている。

この交付金は、防衛施設の面積の変化、施設整備の内容、航空機等の数の変化、人

員数の変化等、再編に伴う負担の増加と減少を点数付けして市町村ごとの負担金の点

数を計算し、このような点数を元に、再編のための進捗率を考慮して各年度の計画点

数が算出され、防衛大臣が定める内示額に乗じて算出されている。

横田基地は、平成２２年度に航空自衛隊の航空総隊司令部及び関連部隊の移駐する

ことが決定し、平成１９年１０月３１日に再編関連特定防衛施設として指定され、併

せて立川市、昭島市、武蔵村山市、羽村市、瑞穂町が再編関連特定周辺市町村として

指定されている。

なお、福生市の交付額は、平成１９年度から２８年度までの１０年間で１５億５，

７３３万５千円を見込んでいる。

再編交付金の交付状況

（単位：千円）

年度（平成） 年度決算 年度決算 年度決算 年度決算 年度決算

交付額

年度決算 年度決算 年度決算 年度見込 年度予算 累計

再編関連特定防衛施設及び再編関連特定周辺市町村一覧表

年 度 事 案 名 事 業 費 交 付 金

武蔵野台児童館冷暖房空調設備改良事業

消防団車庫改良事業（実施設計）

消防団車庫改良事業（工事）

わかたけ会館改良事業（実施設計）

市民会館指定管理委託事業（基金）

古民家保存事業（基金）

古民家等の維持・管理事業（基金）

計

消防団車庫改良事業（実施設計）

消防団車庫改良事業（工事）

わかたけ会館改良事業（工事）

消防ポンプ自動車更新事業（第５分団）

小学校給食用設備改良事業（基金）

中学校給食用設備整備事業（基金）

市民会館指定管理委託事業（基金）

計

消防団車庫改良事業（工事）

（見込） 中学校給食用設備整備等整備事業

防災食育センター食育用備品整備事業（基金）

英語教育指導助手（外国人）委託事業（基金）

通学路見守り委託事業（基金）

小学校給食用設備改良事業（基金）

中学校給食用設備整備事業（基金）

市民会館指定管理委託事業（基金）

計
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再編関連特定防衛施設及び再編関連特定周辺市町村一覧表

再編関連特定防衛施設 再編関連特定周辺市町村

車力通信所 つるが市

横田飛行場
立川市 昭島市 福生市 武蔵村山市 羽村市

東京都西多摩郡瑞穂町

キャンプ座間 相模原市 座間市

横須賀海軍施設 横須賀市

岩国飛行場
岩国市 大竹市 山口県大島郡周防大島町

山口県玖珂郡和木町

キャンプ・シュワブ 名護市 沖縄県国頭郡宜野座村

キャンプ・ハンセン
沖縄県国頭郡金武町 沖縄県国頭郡宜野座村

沖縄県国頭郡恩納村

那覇港湾施設代替 浦添市

千歳飛行場 苫小牧市 千歳市

三沢飛行場 三沢市 青森県上北郡東北町

百里飛行場
かすみがうら市 行方市 鉾田市 小美玉市

茨城県東茨城郡茨城町

小松飛行場 小松市 加賀市 能美市 石川県能美郡川北町

築城飛行場
行橋市 福岡県京都郡みやこ町

福岡県築上郡築上町

新田原飛行場
宮崎市 西都市 宮崎県児湯郡高鍋町

宮崎県児湯郡新富町

経ヶ岬通信所 京丹後市

三沢対地射爆撃場 三沢市 青森県上北郡東北町 青森県上北郡六ヶ所村

トリイ通信施設 沖縄県中頭郡読谷村

鹿屋飛行場 鹿屋市
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再編交付金年度別交付実績

（単位：千円）

年 度 事 案 名 交 付 金

福祉 交通網整備事 業（基金 ）
妊婦 健康診査の公 費拡充事 業（基金）
宿泊 学習教室事業 （基金）
市制 周年記念映 画製作事 業（基金）

計

福祉 交通網整備事 業（基金 ）
妊婦 健康診査の公 費拡充事 業（基金）
宿泊 学習教室事業 （基金）
特定 健康診査等追 加項目健 診事業（基金 ）

計

福祉 交通網整備事 業（基金 ）
特定 健康診査等追 加項目健 診事業（基金 ）
障害 者就労支援事 業（基金 ）
義務 教育就学児医 療費助成 事業（基金）
胸部 レントゲン検 査事業（ 基金）
受信 障害現況調査 委託事業
認定 こども園開設 準備経費 補助事業
身体 測定機器購入
身体 測定機器購入 （その２ ）

計

福祉 交通網整備事 業（基金 ）
障害 者就労支援事 業（基金 ）
義務 教育就学児医 療費助成 事業（基金）
胸部 レントゲン検 査事業（ 基金）
福生 七夕まつり委 託事業
福生 市商工会事業 費補助事 業
緑地 樹木等調査委 託事業
地上 デジタル放送 移行対策 事業

計

福祉 交通網整備事 業（基金 ）
宿泊 学習教室事業 （基金）

義務 教育就学児医 療費助成 事業（基金）

胸部 レントゲン検 査事業（ 基金）

緑地 樹木等調査委 託事業
外国 人のための生 活便利帳 作成事業

すみ れ保育園移転 先地用地 測量事業

学校 給食用食器購 入事業

計

福祉 交通網整備事 業（基金 ）
障害 者就労支援事 業（基金 ）

義務 教育就学児医 療費助成 事業（基金）

胸部 レントゲン検 査事業（ 基金）

計

福祉 交通網整備事 業（基金 ）
妊婦 健康診査の公 費拡充事 業（基金）

計

地域 活性化センタ ー（もく せい会館）建 設事業（ 基金）
計

（ 見込）
み）

特定 健康診査等追 加項目健 診委託事業
障害 者就労支援事 業（基金 ）
地域 活性化センタ ー（もく せい会館）建 設事業（ 基金）

計

（ 予定） 特定 健康診査等追 加項目健 診委託事業
地域 活性化センタ ー（もく せい会館）建 設事業（ 基金）

計

再編関連特定防衛施設及び再編関連特定周辺市町村一覧表

再編関連特定防衛施設 再編関連特定周辺市町村

車力通信所 つるが市

横田飛行場
立川市 昭島市 福生市 武蔵村山市 羽村市

東京都西多摩郡瑞穂町

キャンプ座間 相模原市 座間市

横須賀海軍施設 横須賀市

岩国飛行場
岩国市 大竹市 山口県大島郡周防大島町

山口県玖珂郡和木町

キャンプ・シュワブ 名護市 沖縄県国頭郡宜野座村

キャンプ・ハンセン
沖縄県国頭郡金武町 沖縄県国頭郡宜野座村

沖縄県国頭郡恩納村

那覇港湾施設代替 浦添市

千歳飛行場 苫小牧市 千歳市

三沢飛行場 三沢市 青森県上北郡東北町

百里飛行場
かすみがうら市 行方市 鉾田市 小美玉市

茨城県東茨城郡茨城町

小松飛行場 小松市 加賀市 能美市 石川県能美郡川北町

築城飛行場
行橋市 福岡県京都郡みやこ町

福岡県築上郡築上町

新田原飛行場
宮崎市 西都市 宮崎県児湯郡高鍋町

宮崎県児湯郡新富町

経ヶ岬通信所 京丹後市

三沢対地射爆撃場 三沢市 青森県上北郡東北町 青森県上北郡六ヶ所村

トリイ通信施設 沖縄県中頭郡読谷村

鹿屋飛行場 鹿屋市
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182 

（４）その他の助成 
 
ア．防音事業関連維持費補助金 

障害防止事業の項でも触れたが、自衛隊や在日米軍の航空機騒音を防止または軽減するために、

小中学校及び保育所等において防音工事が実施されており、国はその維持費に対しても昭和４８年

度から補助をしている。 
その額は、授業時間に使用した換気設備、温度保持設備、除湿設備の年間電気料金に３分の２を

乗じて得られた額の範囲内において支給されている。 
本市においては、７小学校、３中学校の１０施設が対象となっており、平成２６年度までに総額

で６７４，７２３千円が補助されている。 
 
【防音関連維持費補助金実績】  

（単位：千円） 

年度 交 付 額 年度 交 付 額 年度 交 付 額 年度 交 付 額 

４８ １，２１６ ６０ ２４，２０２ ９ ２３，９９４ ２１ １１，８３２ 
４９ ３，０７０ ６１ ２７，９３７ １０ ２２，６７３ ２２ １２，４２３ 
５０ ３，９９６ ６２ ２８，４４１ １１ ２３，０４５ ２３ １０，６７４ 
５１ ４，８７６ ６３ ２６，１０２ １２ ２３，１８７ ２４ １０，０４５ 
５２ ７，０２１ 元 ２６，１９７ １３ ２１，１０３ ２５ ８，８３２ 
５３ ７，１１５ ２ ２７，２４７ １４ １９，５８９ ２６ ６，９５７ 
５４ ６，９５４ ３ ２４，０５９ １５ １７，２８０ ２７ ※６，１４４ 
５５ １０，８２４ ４ １８，３１９ １６ １７，０２５   
５６ ９，９９１ ５ １８，４４１ １７ １５，７９７   
５７ １２，２５０ ６ ２２，２２９ １８ １４，２１９   
５８ １５，９６９ ７ ２２，０２１ １９ １３，２２２   
５９ ２０，５１５ ８ ２１，００７ ２０ １２，８２７   

※平成２７年度は見込額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

— 182 —



183 

イ．施設区域取得等事務委託費 
本来、基地に関する諸問題については、その施設提供者が基地周辺の住民等との間に理解と協力

を得られるよう各種連絡調整等の事務を行わなければならない。しかし、実際にその役割を果たし

ているのは基地所在市町村であり、それに費やされる基地対策事務経費も決して少ない額ではない。 
そこで国は、旅費、人件費、通信運搬費、消耗品等の経費を事務委託費として交付している。 
なお、平成２６年度までに総額で５１，３５０千円が交付されている。 

 
【施設区域取得等事務委託費実績】 

（単位：千円） 
年度 交 付 額 年度 交 付 額 年度 交 付 額 年度 交 付 額 
３９ ３００ ５３ １，１００ ４ １，１００ １８ １，１００ 
４０ ４００ ５４ １，１００ ５ １，１００ １９ １，０００ 
４１ ４００ ５５ １，０００ ６ １，１００ ２０ １，０００ 
４２ ４６０ ５６ １，０００ ７ １，１００ ２１ １，２００ 
４３ ４２０ ５７ １，０００ ８ １，１００ ２２ １，２００ 
４４ ５５０ ５８ １，０００ ９ １，１００ ２３ １，２００ 
４５ ９００ ５９ １，０００ １０ １，１００ ２４ １，２７０ 
４６ ９５０ ６０ １，０００ １１ １，１００ ２５ １，２００ 
４７ １，０００ ６１ １，０００ １２ １，１００ ２６ １，２００ 
４８ １，２００ ６２ １，０００ １３ １，１００ ２７ ※１，２００ 
４９ １，４００ ６３ １，０００ １４ １，１００   
５０ １，２００ 元 １，０００ １５ １，１００   
５１ １，２００ ２ １，１００ １６ １，０００   
５２ １，０００ ３ １，１００ １７ １，０００   

※平成２７年度は見込額 
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（４）その他の助成 
 
ア．防音事業関連維持費補助金 

障害防止事業の項でも触れたが、自衛隊や在日米軍の航空機騒音を防止または軽減するために、

小中学校及び保育所等において防音工事が実施されており、国はその維持費に対しても昭和４８年

度から補助をしている。 
その額は、授業時間に使用した換気設備、温度保持設備、除湿設備の年間電気料金に３分の２を

乗じて得られた額の範囲内において支給されている。 
本市においては、７小学校、３中学校の１０施設が対象となっており、平成２６年度までに総額

で６７４，７２３千円が補助されている。 
 
【防音関連維持費補助金実績】  

（単位：千円） 

年度 交 付 額 年度 交 付 額 年度 交 付 額 年度 交 付 額 

４８ １，２１６ ６０ ２４，２０２ ９ ２３，９９４ ２１ １１，８３２ 
４９ ３，０７０ ６１ ２７，９３７ １０ ２２，６７３ ２２ １２，４２３ 
５０ ３，９９６ ６２ ２８，４４１ １１ ２３，０４５ ２３ １０，６７４ 
５１ ４，８７６ ６３ ２６，１０２ １２ ２３，１８７ ２４ １０，０４５ 
５２ ７，０２１ 元 ２６，１９７ １３ ２１，１０３ ２５ ８，８３２ 
５３ ７，１１５ ２ ２７，２４７ １４ １９，５８９ ２６ ６，９５７ 
５４ ６，９５４ ３ ２４，０５９ １５ １７，２８０ ２７ ※６，１４４ 
５５ １０，８２４ ４ １８，３１９ １６ １７，０２５   
５６ ９，９９１ ５ １８，４４１ １７ １５，７９７   
５７ １２，２５０ ６ ２２，２２９ １８ １４，２１９   
５８ １５，９６９ ７ ２２，０２１ １９ １３，２２２   
５９ ２０，５１５ ８ ２１，００７ ２０ １２，８２７   

※平成２７年度は見込額 
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ウ．流域下水道負担金 

昭和４７年度から多摩川流域下水道の整備が開始されたが、この事業費は総事業費の９０％の２

分の１を国庫補助で、残りを東京都と関係市町で半分ずつ負担している。 
当市の場合、行政区域の３分の１を占める横田基地分も事業費負担している。しかし、米軍横田

基地は日米安全保障条約に基づく行政協定によってアメリカ合衆国軍隊に提供している施設及び

区域であることから、ここから生ずる全ての経費は国が代わって負担すべきものと考えられる。そ

こで、法的な規定はないが、基地所在市町の実損に対して、公平の原則から救済措置として、平成

２６年度までに総額で４９１，８６１千円が交付されている。 
 
【流域下水道負担金実績】 

（単位：千円） 

年度 交 付 額 年度 交 付 額 年度 交 付 額 年度 交 付 額 
４８ １４，０４５ ６０ １０，０３６ ９ ９，６４２ ２１ ２，０１５ 
４９ ３４，８０８ ６１ ２，９５８ １０ ４，２６８ ２２ ３，７２６ 
５０ ４５，００１ ６２ ７，２１３ １１ １２，７５２ ２３ ２２１ 
５１ １５，８３９ ６３ ３，５４２ １２ ２，９１０ ２４ ５，７２７ 
５２ ２７，５４２ 元 １０，２４１ １３ １０，８６８ ２５ ４，８２７ 
５３ ３４，６４４ ２ ２１，２２１ １４ ５，９６８ ２６ ７，７７０ 
５４ １４，４２９ ３ ６，０６８ １５ ２７１ ２７ ※９，５４１ 
５５ ２０，３１１ ４ ５ １６ ９，０１６   
５６ ７，３１４ ５ ４，０４７ １７ ２０，５７８   
５７ １０，３９１ ６ １０，２８２ １８ １１，５７６   
５８ １４，４３９ ７ １４，８９１ １９ １６，０８１   
５９ １５，５２２ ８ １０，０９１ ２０ ８，７６５   

※平成２７年度は見込額 
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